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総 務 常 任 委 員 会 記 録

１．会議日時

平成２０年３月１４日（金）午前９時５７分　開会

　　　　　　　　　　　　　午後４時１６分　閉会

１．場所

大会議室

１．出席委員

委 員 長
 山本善信 
 副委員長
 三宅秀明 
 委　　員
 三好義治

委　　員
 野口　博 
 委　　員
 村上英明

１．欠席委員

なし

１．説明のため出席した者

市　長　森山一正
 副市長　小野吉孝

市長公室長　寺田正一
 同室次長　中岡健二
 同室参事　南野邦博

同室参事兼政策推進課長　有山　泉　　同室参事　吉田和生

同室参事兼人権室長兼人権推進課長　藤原堅太郎

秘書課長　井口久和
 同課参事　橋本英樹
 政策推進課参事　山口　猛

人事課長　山本和憲
 人権室女性政策課長　牛渡長子

総務部長　奥村良夫
 同部次長兼総務防災課長　杉本正彦

同部参事兼財政課長　宮部善隆　　同部参事兼市民税課長　寺本敏彦

総務防災課参事　小原幹雄
 法制文書課長　奥　幸市
 情報政策課長　東角泰典

市民税課参事　柳瀬順一
 固定資産税課長　入倉修二
 同課参事　中西利之

納税課長　布川　博
 同課参事　高元譲二
 工事検査室長　角田猛志

会計管理者　小寺芳政
 会計室長　阿久根俊二
 同室長代理　寺西義隆

監査委員、選挙管理・公平・固定資産評価審査委員会事務局長　杉浦　徹

同局次長　川上孝也
 同局参事　豊田拓夫


消防長　稲田晴彦
 消防本部次長兼消防署長　石田喜好

同本部次長兼総務課長　浜崎健児　同課参事　明原　修
 予防課長　水田謙二

警備第１課長　北居　一
 同課参事　池澤弘員
 警備第２課長　本山　勝

　　同課参事　樋上繁昭

１．出席した議会事務局職員

事務局次長　野杁雄三
 同局主査　中井真穂

１．審査案件（審査順）

議案第　１号　平成２０年度摂津市一般会計予算所管分

議案第１０号　平成１９年度摂津市一般会計補正予算所管分

議案第２８号　摂津市消防団条例制定の件

議案第２９号　摂津市の議会議員及び長の選挙における選挙運動用自動車の使用の公

営に関する条例の一部を改正する条例制定の件
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議案第　５号　平成２０年度摂津市財産区財産特別会計予算

議案第３６号　行政財産の使用料の徴収に関する条例の一部を改正する条例制定の件

議案第３０号　摂津市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例制

定の件

議案第３１号　摂津市職員の育児休業等に関する条例等の一部を改正する条例制定の

件

議案第３２号　摂津市職員の修学部分休業に関する条例及び摂津市立自転車駐車場条

例の一部を改正する条例制定の件所管分

議案第３４号　一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定の件

議案第３５号　摂津市職員の管理職手当に関する条例の一部を改正する条例制定の件
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（午前９時５７分　開会）

○山本善信委員長　皆さん、おはようご

ざいます。

　ただいまから総務常任委員会を開会し

ます。

　本日の委員会記録署名委員は、三好委

員を指名します。

　先日に引き続き、議案第１号所管分及

び議案第１０号所管分の審査を行います。

　１１日の本委員会で、三好委員の質疑

に対する答弁が一部残っておりますので、

まずその答弁をいただきたいと思います。

　宮部参事。

○宮部総務部参事　おはようございます。

財政課に関するご質問についてご答弁申

し上げます。

　９点ほどあったかと思います。まず、

補正予算関係でございますけれども、１

３ページの地方特例交付金が２６１万９，

０００円の増額、それから特別交付金が

３，５６１万３，０００円減額となった

理由でございますけれども、地方特例交

付金は住民税などの恒久減税に伴う地方

税の減税補てん分として国より交付され

ておりましたが、平成１８年度の税制改

正により住民税の定率減税等が廃止され

たことに伴いまして、この補てん分の交

付も廃止となりました。

　しかしながら自治体財政への影響もか

んがみ、激変緩和措置として地方財政計

画で１９年度分４，０００億円、２０年

度分２，０００億円、計６，０００億円

が特別交付金として交付されることにな

りました。ところが予算編成後、この配

分が２１年度までの３年間に変更されま

して、各年度２，０００億円となりまし

たため１９年度の交付額が減少したもの

でございます。

　また、１９年度から２年間の措置とい

たしまして、児童手当の支給対象が拡充

されたことに伴いまして、その財源措置

として新たに地方特例交付金が創設され

まして、１８年度分の拡充分として、１

９年度に総額６５０億円が自治体に交付

されることになり、１９年度当初予算に

４，０００万円を計上いたしましたが、

交付額確定により２６１万９，０００円

増額するものでございます。

　７１ページの一時借入金利子償還金１

９５万円の減額理由でございますけれど

も、一時借入金利子償還金は年度内に借

り入れました一時借入金の累積総額に対

する利子支払い分でございますけれども、

適正な資金計画に基づいて効率的な予算

執行を行い、できるだけ一時借り入れを

抑え、支払い利息の軽減を図った結果で

あるということをご理解いただきたいと

存じます。

　１９年度の２月末時点の一時借り入れ

の状況でございますけれども、財政調整

基金より１９年４月１６日から６月１８

日の６３日間、利率０．２５％で１０億

円を、公共施設整備基金より１９年５月

１日から６月１日の４８日間、利率０．

２５％で１０億円を、財産区財産特別会

計より１９年４月２２日から３１２日間、

利率０．４％で１２億４，７００万円を

借り入れております。

　２月末までで最も多く借り入れた期間

は１９年５月１日から６月１日までの３

２日間で３２億４，７００万円となって

おります。

　平成１９年度における歳計現金の運用

状況につきましては、会計室よりご答弁

申し上げます。

　続きまして、２０年度の予算関係で、

一時借入金の借り入れ最高額を５０億円

と定めている基準ということでございま

すけれども、一時借入金の借り入れ最高

額とは借り入れの累積総額ではなく、あ
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る時点における一時金の現在高の最高限

度額を指すものでございますけれども、

年間を通じて一時的な収支の不均衡を解

消するための支払い資金を予測し、最高

額を定めております。

　最高額は昭和６２年度に予算規模１８

０億円に対しまして、３５億円、昭和６

３年度に同じく２２０億円に対しまして

４０億円、平成１１年度に３２０億円に

対しまして、５０億円と推移してまいり

ました。以後、歳出規模がほぼ同程度で

あり、過去の資金収支不足の状況等を勘

案いたしまして、５０億円を最高額とし

ております。

　大阪府の２０年度当初予算が暫定予算

になったことによる本市の影響でござい

ますけれども、２月１８日に臨時の財政

担当部長会議が開催されまして、府補助

金等の暫定予算への計上状況が示されま

した。府の暫定予算は新規事業について

は原則計上しない。府の予算ベースで４

月１日から７月３１日までに現金支出を

伴うものを予算化し、暫定予算期間内の

所要額を計上した。８月以降の事業実施

は暫定予算に計上されているものを含め

て白紙であるということでありました。

　府支出金の影響額につきましては、２

月２６日付で議会の皆様方にご報告させ

ていただきましたとおり、府支出金１５

億１，５４３万２，０００円のうち、予

算計上されなかったものが９件で１，５

８６万６，０００円、暫定予算に計上さ

れたものの影響額は、不明分を含めまし

て１０４件、概数約１０億円、合わせて

１０億１，５００万円程度となっており

ます。

　今後も資料を入手でき次第、適宜情報

提供してまいりたいと考えております。

　次に、市債のうち高金利部分の償還額

の動向ということでございますが、一般

会計の数値で申し上げますと、近年の借

り入れの金利状況と高金利部分の償還の

進捗によりまして、１９年度末現在で市

債残高２９１億円のうち、金利６％を超

える市債残高は６億４，０００万円、残

高総額の２．２％で、おおむね大きな償

還金は平成２２年度までとなっておりま

す。

　３％を超え、６％未満の市債残高は４

３億６，０００万円、総額の１５％となっ

ております。この残りが３％以下の金利

でございまして、残高総額の８割以上と

なっております。

　次に、平成２０年度予算を組んだ段階

で、決算見込みによる財政健全化法にお

ける４つの健全化判断比率と経常収支比

率の状況はということでございますが、

２０年度決算見込みでの４指標の数値に

つきましては、予算時点での作成は難し

いところがございますので、１８年度決

算後の４指標から推計して申し上げます。

１８年度の普通会計の実質収支は１億５，

９００万円の黒字、特別会計を含めた連

結の実質収支は国保特別会計で１億９，

０００万円、下水道特別会計で２億４，

０００万円の赤字となっておりますが、

水道事業会計で２３億４，０００万円の

黒字がございまして、連結で２１億３，

０００万円の黒字ということになります

ので、２０年度におきましてもよほどの

ことがない限り、連結実質赤字比率はゼ

ロ％ということになると見込んでおりま

す。

　また、将来負担比率の早期健全化基準

は３５０％となっておりますが、１８年

度の将来負担比率は１９９％でございま

して、元金償還金以内の新規市債発行を

続けておりますので、１８年度の数値を

下回るものと見込んでおります。

　実質公債費比率は公債費適正化計画に
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２０年度決算見込みの市債発行分を入れ

て試算いたしますと、２０年度決算見込

みでの３か年平均値は１８％を割る見込

みでございます。また、経常収支比率に

ついては１８年度と同程度になると予測

しております。

　それから、平成２０年度、２１年度に

決断しなければならない事業計画という

ことでございますけれども、中期財政見

通しでも答弁いたしておりますように、

事業費が具体化していない事業、それか

ら年次割が明確になっていない事業につ

きまして、財政面から事業実施の判断を

するということは難しいと考えておりま

す。

　ただし、委員ご質問のご趣旨にござい

ますように、事業実施の判断に際しまし

ては、当然財源的裏づけは必要なもので

あると考えております。

　それから、土地開発公社健全化計画の

概要と経営でございますが、平成１２年

に総務省から土地開発公社経営健全化対

策についてという通知がございまして、

財政課で土地開発公社経営健全化計画を

策定いたしまして、大阪府へ提出しまし

た。経営健全化の期間は平成１３年度か

ら１７年度の５年間で健全化の主な目標

として次の３点がございました。

　１点目は、設立・出資団体の債務保証、

損失補償に係る土地の年度末簿価総額を

標準財政規模の０．２５以下にするとい

うことで、これは１３年度に達成してお

ります。

　２点目は、供用開始済み土地の解消で、

これは１７年度に達成しております。

　３点目は、取得後５年以上の長期保有

土地に係る土地について年度末簿価総額

の標準財政規模に対する割合を０．１以

下に引き下げるというものでございまし

て、この３点目だけが未達成となってお

りましたが、債務保証対象土地の定義が

債務保証限度額から金融機関からの実質

借入額に変更されましたことから０．１

を切りまして、本市は健全化対象団体か

ら外れることになりました。

　健全化対象団体から外れはいたしまし

たが、依然として長期保有土地が残って

いることから、財政状況を勘案しながら

買い戻しと健全化策を図っていくことは

必要であると考えております。

　最後に年度末に工事が集中し、契約段

階から計画的発注をすべきではないかと

のお問いでございますけれども、財政課

では毎年、年度当初に当たりまして、公

共工事の入札及び契約の適正化の促進に

関する法律第７条に基づきまして、公共

工事の発注見通しを公表いたしておりま

す。

　各課より入札予定事業の報告のあった

ものについて、工事の名称、概要、発注

時期、工期等を窓口で閲覧に供しますと

ともにホームページに掲載いたしており

ます。

　入札契約事務執行に際しましては、工

事検査室より答弁いたしましたとおり３

月１５日には工事が終了し、年度内執行

となるよう担当課と協議し、工事期間、

工事着手日、それと設計の伴うものはそ

の期間より逆算いたしまして、計画的に

入札、契約事務を行っているところでご

ざいます。

　委員ご指摘のとおり入札、契約段階か

ら計画的に執行し、工事を平準化するこ

とはもっともなことであると考えます。

事業担当課、工事検査室と緊密な連絡を

とり、改善してまいりたいと考えており

ます。

○山本善信委員長　小寺管理者。

○小寺会計管理者　一時借入金につきま

して、資金運用の立場からご説明申し上
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げます。

　さきにご指摘がありましたとおり、年

度末から年度当初にかけましては、特に

資金需要が多い時期でございまして、例

年４０億円から５０億円の一時借入金の

借り入れによりこの時期の資金不足を賄っ

ております。主な支出を見ますと、この

３月には市債の償還金が３７億、４月に

は市債償還金が１０億、退職手当が１０

億、５月には市債償還金が２０億と多額

の支出が見込まれておりまして、３月か

ら５月までの収支見通しでは約４２億円

の資金不足が生じると予測しております。

　この不足額４２億円を補うため、３月

に１２億、４月に３５億の一時借り入れ

を会計室から財政課に依頼しております。

これが一時借入金の借り入れに至る資金

運用の現在の状況でございます。

○山本善信委員長　総務部長。

○奥村総務部長　それでは、山積する事

業実施と中期財政見通しについて、私の

方から補足答弁させていただきます。

　ご指摘のように、確かに課題山積でご

ざいます。過日の代表質問から建設事業

にかかわる項目を拾い上げまして披露さ

せていただきます。

　ＪＲ千里丘西口再開発事業、正雀駅周

辺整備事業、吹田操車場跡地活用事業、

耐震補強工事、ごみ処理施設整備事業、

道路整備事業、安威川以南コミュニティ

施設、阪急京都線連続立体交差事業、小

中学校エアコン設置、公民館の建て替え

事業、幼児用プール整備事業等々、多く

の事業要望がなされております。

　これらすべてを解決するためには莫大

な財源が必要となり、現在では到底対応

できる状況ではございません。また、ハー

ド事業のみならず、ソフト事業にも目を

向けなければならず、それらを考えます

と後年度に送れるものについては後年度

に送る等しながら、平準化に努めなけれ

ばならず、また新たな財源も見出さなけ

ればなりません。

　しかし、財源問題のみならず、後年度

に送ることによって実現不可能となれば、

それを押して実施決定するなどやむを得

ないことも往々にして出てまいりますが、

今後数年間の中期財政見通しをお示しし

ながら、判断材料の１つとして情報提供

しているところでございます。

　この中期財政見通しは現行制度の税財

政制度で推移することを前提に歳入を見

込んでおります。歳出では個別に試算で

きるものについては、その計数を、その

他については過去決算額から平均的増加

率を掛け合わせたものでございます。

　事業実施の判断は後日議論していただ

くことになろうかと思いますが、我々財

政を預かるものといたしましては、基金

の温存、基金をふやすことが少なくとも

我々に課せられた使命ではないかという

ふうに思っております。

　資金調達の手段としては市債等の活用

も当然選択肢の１つとして出てまいりま

すが、それらを余り多用しますと、平成

１７年度の公債費ピークをまたぞろ迎え

ることになり苦境に再び立たされること

にもなります。これらの反省を踏まえま

して、公共施設整備基金や他の財源調達

等で許容される最大限の市債発行ではな

く、必要最小限の市債発行に抑制すべき

であるというふうに我々は考えておりま

す。

○山本善信委員長　三好委員。

○三好委員　改めておはようございます。

先日から引き続き、ご答弁をいただきま

してありがとうございます。

　多くは要望もしくは意見にかえさせて

いただいて、多分質問は４、５課だけに

なると思いますが、よろしくお願いいた
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したいと思います。

　まず、固定資産税課につきましては、

補正予算の中での１億円の内訳、非常に

わかりました。我々といたしましても注

視していくのは、そういった税収の伸び

がどういった現状で伸びてくるのかとい

うのは議会のチェック機能として必要で

あるために質問させていただきましたし、

さらにこれからお願いしておきたいのは、

こういったダイヘンからジェイ・エス・

ビーに変わったときに、面積は減ってい

きますが、そういった部分の開発によっ

て固定資産税が、評価が上がってまいり

ます。

　その中で、その周辺地域に及ぼす影響

も十分に勘案していただきたいと私は一

方で思っていますし、さらに固定資産税

の中での家屋並びにそういった部分では

住民税もまたふえてまいります。十分に

精査をしていただきながら、今後の予算

編成に取り組んでいただきたい。そういっ

たことで要望にとどめておきたいと思い

ます。

　それとあと市民税課につきまして、こ

れは後ほど財政論議と土地開発公社の関

連の中で総括的な質問はさせていただき

たいと思いますが、先ほど、総務部長か

らご答弁がありました財政の基本的な考

え方は私も同感でございまして、今、こ

ういった時期だからこそ基金というのは

温存しておかなければならないし、貯め

ておかなければならない。そういった中

で、この企業誘致条例で入ってきた、た

ばこ税につきましては、恒久的な税収入

ではないということは共通認識に立って

おかなければならないと思っております。

　この税金の税収の使い道というのは本

当に議会と行政と議論しておかなければ

ならない。そういったことの中で、後ほ

ど質問させていただきますが、ご答弁で

いただきましたように、今年度の当初予

算は２０億４，９００万、従来からいき

ますと、これは還付もしますから、相殺

していきたいと思いますけども、１３億

から税収が伸びている。この認識に立っ

ていただきたいと。これをむだなく使っ

ていただきたいということを、ここの項

ではそういうことを意見申し上げたいと

思います。後ほどご質問を総括的にさせ

ていただきます。

　それから、政策推進課でご答弁いただ

きましたが、こういった固定資産税課、

市民税課含めて納税課、それぞれの所管

が抱える滞納繰越処分に対して、この２

月２５日の部長会議で出ております債権

管理対策連絡会の中での要綱で委員会を

結成して、これから詰めていくというの

が今のスタートでございますが、これに

つきましても十分に精査をしていただき

ながら、何でもかんでも公平、公正な立

場でやらなければならないんですが、ひ

ずみが生じないように、そこは十分に精

査していただきながら、取り組んでいた

だきたい。これにつきましては、こういっ

た旗上げした以上、全体の推移も我々は

見ていきたいと思いますので、その成果

も上がることもご期待申し上げて、この

平成２０年十分に精査していただきたい

ということを要望しておきます。

　それから、小学校跡地活用方針の策定

業務委託料が３００万計上されておりま

して、経過につきましては有山参事の方

から詳しくご説明もいただきました。今

となればこういったことにつきましても

教育委員会に所管が移りまして、過去の

経緯はともかくとしながら、こういった

部分を検討するに当たって、これは全庁

挙げて取り組まなければならないと思っ

ておりますので、政策推進課と教育委員

会を含めて、また連携を取っていただく
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ことも要望としておきたいと思っており

ます。

　情報政策課につきまして、オープンシ

ステムの成果というのは代表質問並びに

委員会で、るるご答弁もいただきまして、

非常に成果が上がってくる、これからま

さに電子時代に突入だなということを実

感しております。

　その中で詳しくご答弁いただきました

情報セキュリティについては、多分ＯＪ

Ｔだけではなかなかこういった情報セキュ

リティというのは守られないというよう

に思っておりまして、それぞれネットを

通じながら、情報政策課が主導で教育も

していただきたいと思っております。

　ちょっと蛇足ですけども、１，０００

人組織が集まっていて、９９９名が守っ

ておっても１人が失敗したら、それは全

体の組織の責任になってまいります。特

にこういうネット社会になってくると、

ややもするとそういうやつが、わしだけ

やったらええやろという安易な行動にな

りがちでございますので、これは全課挙

げてそういった意識に立っていただくと

同時に、情報政策課を中心として取り組

んでいただきたいということで要望とさ

せていただきます。

　それから、財政と土地開発公社は後ほ

ど質問をさせていただきます。

　工事検査室につきまして契約担当課の

立場で今、ご答弁もいただきましたけど

も、工事検査室の中で平成１８年度の取

り組みについてご質問もさせていただき

ました。改めて契約担当課長の立場でご

答弁もいただきましたが、改めて工事検

査室としてどのように現場を指導してい

くのかということと、工程管理をまず提

出していただいてやる姿勢についてご答

弁いただきたいということでお願いした

いと思います。

　それから、人事課の地域手当につきま

しては、国の総務省がそういった今の動

きになっておりまして、これは本市だけ

の動きではとてもじゃないけども取り組

みというのは厳しい部分がありますが、

ただ、この地域手当てというのは国がそ

れまでは調整手当として１０％を許可を

いただきながら、それが地域手当に変更

され、この地域間格差というのが非常に

出たわけですね。我々としては摂津市で

いてる中で、隣の市が１２％とか１０％

なのに、何で摂津市が６％やねん。国が

勝手に住みにくい市として烙印を押した

のかと、こういった腹立たしさがありま

す。

　全体の人件費の削減の取り組みとは別

問題であって、こういった制度に対して、

人事部門としてでももう一度精査をしな

がら、他市の情報も得て、国に対して制

度改正も含めて要望も出していただくこ

とをお願いしたいと思っております。こ

れについては答弁は結構でございます。

　それから、職員の厚生事業と互助会の

関係でございますが、平成２１年３月末

で互助会が解散になると。我々議会の立

場としては、職員の福利厚生については

一定の福利厚生事業というのは、これは

市のトップとして取り組まなければなら

ない事業であって、法律には定められて

おりますけども、この互助会がこれまで

運営してきた部分がややこしかったとい

う部分の中で改正をされたんですが、そ

の部分はさておいておきながら、ただ２

１年の３月に解散するとなったときに、

あなた方がこれまでお支払いしていた互

助会の費用並びに法的費用から出しとっ

た互助会の費用が一体どうなるんかとい

うやつが非常に気になりまして、山本課

長からはこの間の答弁では２１年にそう

いった動きが大阪府互助会の中で動きが
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あるとは言うていますけども、一体今の

互助会、今年度どういった取り組みで今、

中身がどういったことなのかということ

について改めてご答弁いただきたいと思っ

ていますし、市としての職員厚生事業の

基本的な考え方についてでも再度お聞か

せいただきたいと思っております。

　それから、消防手数料につきましては、

前回ご答弁いただいたときに私の質問の

仕方も悪かったんですが、要は危険物の

取り扱っているところの全件数を教えて

いただきました。改めてここで質問する

のはいかがかなと思いまして、今朝方話

を聞きまして、ガソリンスタンドの軒数

でございます。

　ガソリンスタンドが今、平成１９年度、

１７軒あるそうでございます。その中で、

休止が２軒、廃止が１軒出てきていると

いうことで１４軒まで減ってきていると。

それ以前につきましても、摂津市域にお

きまして、ガソリンスタンド、鳥飼の府

道大阪高槻線、相当減ってまいりました。

これは大型店舗が入ってきている要素も

ありますけども、ガソリンの高騰、老朽

化してきているから更新に対する投資が

できないというのが現状だと思います。

　中小企業全体で取り組む、中小企業と

いうのはものづくり産業、それから商店

もありますが、こういった業種の方々も

大変苦労しているのが今の実態でござい

ます。昨日の新聞報道によりますと、全

国的にも１，０００か所から１，５００

か所が年間でガソリンスタンドが減って

きているのと違うかと。私はこういった

ガソリンスタンドで住民の利便性を考え

たときに、地域に適当なスタンドがある

というのは適切ではないかなと思ってお

ります。

　これは消防に対する質問では一切ござ

いません。ただ政策としてそういったこ

とが誘致等とも含めまして、できないか

ということは今後の課題としてご議論い

ただきたいというふうに思っております

ので、よろしくお願いいたします。

　それと総合行政委員会の関係で、選挙

管理委員会につきましては、いろいろ質

問いたしましたけども、これにつきまし

ては、１つには選挙ということに対して

市民の意識を高めていただくかというこ

とと投票率をいかに上げていただくかと

いうことを十分に検討して取り組んでい

ただいている結果がこういった予算の減

になったということを十分認識しており

ますが、そういったことを十分に選挙の

前だけに考えるのではなしに、ずっと考

えていると思うんですよ、語弊があった

ら失礼でございますが、そういったこと

を十分に考えていただいて、見えるよう

にぜひともしていただきたいと思ってお

ります。

　それから、マニフェストにつきまして

は、私が質問したのは、マニフェストと

いうのは衆議院選挙でも法定ビラ１号、

２号、３号ぐらいのビラについては、政

党名も記載をしてはだめ、候補者名も記

載はしてはだめ、こういった制限がある

わけです。これとマニフェストはどう違

うんですかということで、知事選挙のマ

ニフェストにしても、選挙期間中のマニ

フェストというのは候補者名も見えない

マニフェストだったんですね。それが予

算をこれだけ投資して、結局そういった

市民に対して訴える文書になるんですか

というご質問をさせていただいたつもり

なんです。

　ところがご答弁いただいたら、そういっ

たことは制約ありませんというご答弁で

したので、それならば政党名、市長やか

ら無所属になると思いますけど、個人名

並びにそういった経歴含めて出せるのか。
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記載が可能なのかどうかをお聞かせいた

だきたいと思います。これ改めてお聞か

せいただきたい。

　それから、裁判員制度の部分でござい

ますけども、初期導入の委託料で、選挙

人名簿での摂津市として選挙人名簿の入

力だけで今回３０万の予算が組まれてい

ると言われているんですけど、この裁判

員制度がこれから来年度から導入をスター

トしてくるんですけど、その中で大阪府

下で数百名を抽出した中で最終的に１案

件６名の裁判員を登録して、その１案件

でそのまま裁判員がなっていくと。その

ときに摂津市という、この行政というの

は裁判員制度の中でどこまで関与してい

くのか。これは無差別に抽出されて裁判

所から個人に対して来るわけですね。そ

れで来た人間は面接をするようになって

くるんですが、その中で適していない人、

適している人が精査されるようになって

くるんですね。

　呼ばれた方で、あなたは適当な人では

ありませんとか、いろんな問題が生じて

くると思うんです。そのときに行政がど

こまで関与しているのか。またできるの

かということがごっつい気になるわけで

すね。これは全然関係ないというわけで

はないし、それの名簿の流出というのが

摂津市から出ていくようになりますので、

そこの区割り、そこを教えていただけま

すか。

　次に、監査委員の事務局のところでご

ざいますけども、これについては、工事

技術調査業務委託というのが本当に２点

の感覚で非常に気になっているところで

ございます。工事技術調査業務委託とい

うのがもともと言いましたように、本来、

外部監査になるのではないかという認識

を持っているんですね。調査と検査と監

査とは一体何やねんと。こういう感覚を

持っています。

　それならば代表監査並びに監査、この

人らがそういった知識、能力をまず持た

なくて事務監査だけならば、必要な部署

に必要なところに委託をさせて、そういっ

たところを見据えていくのが、本来、監

査業務の仕事ではないか。これを思って

いるわけです。だから先般、工事検査室

にその仕事を業務委託させた場合にどう

かということが本来のねらいだったんで

す。これは工事検査室と一切言うてない

んですよ。事例で言うているだけであっ

て、そういった適当な部署があるわけで

すね。

　例えば、都市整備部のところにそういっ

た建築指導課もあります。あそこは何を

やっているかといったら、確認申請を受

け付けし、それが市民、もしくは企業さ

んが来たら、そこでアドバイスをする、

それからそういった業務を携わっている

わけです。私らからしたら、まさにそこ

がプロフェッショナルの仕事であって、

なぜ監査がそういった業務を持っている

のか。

　もう１点疑問を持っているのは、監査

がこれはあくまでも事業なんですよね。

事業を執行するに当たって、この事業が

適当な業者であって、適当な予算であっ

て、適当な時期にこういったことを発注

していることが適切なのかどうかという

やつをだれが監査をするんですか。これ

についてご答弁をいただきたいというよ

うに思います。

　次に、総務防災課の土地開発公社の健

全化をどうしていくのかということでご

ざいます。平成２０年度予算で、２，５

００万土地開発公社に補給金として予算

が計上されておりまして、第１回目の質

問もさせていただきましたが、土地開発

公社が今抱えている土地が、ご答弁いた
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だきましたように、４，６３０．３４平

米、金額にして簿価価格で２２億５，２

６６万２，７３９円とあります。この質

問をする大前提としては、財政本体があ

る程度好転したから、こういった質問が

できるという一方では喜びといいましょ

うか、評価もしておきたいと思うんです

が、土地開発公社が抱えている５か所の

土地が塩漬け状態になっておるのが、１

８年経過しているのが１か所、１２年経

過しているのが１か所、その間、１６年、

１４年間塩漬けになっている土地、合わ

せて今５か所ございます。もともと土地

開発公社が入手したときの原価、そのと

きには整備費用も入っておったんですが、

それから２２億５，０００万の簿価に来

るまでに、４億４，０００万、その中で

利息がふえてきたわけでございます。

　この２２億５，８００万のうち、銀行

の４銀行から借りているのが１２億２，

０００万、それから市から無利子借り入

れをしているのが１億６，０００万、そ

れから土地開発公社がもともと運用金で

持っておったのが８億７，７００万ある

わけです。

　先ほど土地開発公社の今後の健全化の

見通しの中で指標をいろいろ言われてお

りました。標準財政規模から言いますと、

確かに１２．５％と大阪府下の中では改

善がされて、これは指摘されるような団

体ではなく、一定での健全化はできてい

るんですが、ただ私が気になるのは平成

１９年度でも２，５００万補給金を出し

ました。これは補正予算で出しています。

平成２０年度も２，５００万出している

わけです。毎年２，５００万、２，５０

０万ふえてくるわけです。その中で特に

問題になるのが、今２，５００万は何を

対象にしてるのかというと、１２億２，

０００万に対してでございまして、平成

２０年度、これは所管が違いますから、

参考だけで数値を言わせていただきます

と、水道企業会計から５億借りられて、

この４銀行に対して返済計画も組まれて

いると思っております。

　こういった財政当局並びに土地開発公

社の方々の努力というのは敬意を表する

ところでございます。

　ただ、それが今年度５億を入れたとこ

ろでもまだ７億２，０００万銀行からの

借り入れがあるわけですね。余り時間か

けたくないんですが、この７億２，００

０万に対して、先ほど言いました、たば

こ税の２０億４，０００万も含めながら、

税収が上がってきた段階で、この時期に

土地開発公社に対する私は融資というの

を計画的にやる初年度ではないかなとい

うように思っているんです。それまでに

１億６，０００万無利子で貸しておりま

すが、今、銀行から、本来は今、抱えて

いる土地を市が買い取りをして売れれば

いいんですけど、評価価格というのは今

売っても、今の簿価価格の３分の１か４

分の１かしかならないというのが全国の

指標にも出ています。

　しかしながら、土地は持っていても私

は別にいいなと思ってるんです。それに

対する利子補給をいかに抑えていくかと

いうのが課題ではないかと思っておりま

して、そういった中では今年度の水道か

らの５億についても、これは短期借り入

れだということの返済計画、土地開発公

社独自では持ってないと思います。残り

の７億２，０００万も含めて、どういう

ふうに今考えられているのかということ

をお聞かせいただきたい。

　もう一度言いますけど、平成２０年度

からが本当にこういった土地開発公社の

皮切りではないか。そういったことを言っ

ておりますのも、財政で言う今後の地方
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公共団体の財政の健全化に関する法律の

中での４指標の中で連結決算の赤字比率

まで出していかなければならない。こう

いったことでございます。

　今、平成１８年度の４指標の数字を見

る中では、今我々が改善していかなけれ

ばならなかったのが、実質公債費比率で

あったけども、２０年度、２１年度公表

の段階では、１８％の見込みになるとい

うことで、これは努力の成果が出てきた

んではないかなということで高い評価を

言っておきたいと思っております。

　そういう中で、土地開発公社の健全化

計画、それと今まで置いておった考え方

についてお聞かせいただきたいというの

が１点でございます。

　それと、土地開発公社、これまで動け

なかったというのも事実わかるんですよ

ね。それに対しては過去なぜ買ったかと

いうことはやめておきます。だからこの

平成２０年度から土地開発公社、毎年２，

５００万補給金を出さなければならない

部分をどうやって抑えていくんだと。

　それともう一つは、土地開発公社が５

筆のうちに貸している土地の収益、賃貸

料、これを一般会計に入れているわけで

す。これの考え方についてでも、私は土

地開発公社が制度改正によって独自での

売却もできるし、独自でも事業収益を上

げられる今の体制になっているんです。

それならば、そういった賃貸料も土地開

発公社に入れたらいいのではないかとい

う考えを持っています。

　これに対してお聞かせいただきたい部

分と土地開発公社、その部分の一般管理

費がどういうふうに運営されているかと

いうこともごっつい気になりました。基

金５００万を定期で入れておりました。

　一般会計としては四百数十万、一般会

計で運用金は九百数十万でやっているわ

けです。平成１８年度の支出で見ると、

７１万支出しているわけです。一般財源

そのものも土地開発公社は底を突いてい

るわけです。それを今まで借り入れ、借

り入れの中での余剰金の中で運用をして

きたと。これが本当に適切な運営ですか

ということなんです。役員名簿を見ます

と、理事長と監査以外は市の幹部でござ

います。副理事長は副市長でございます

ね。その中で開発公社が市の方に買い取

りをしてくれとか、市はだめですとかいっ

て、それが本当に議論をされている部分

であったかということもここの１０年間

というのはそういった議論ができなかっ

たうちの財政状況でございまして、そう

いったことは置いておきますから、これ

からそういった議論をぜひともしていた

だきたいと思っております。

　土地開発公社につきましては、そういっ

たことの考え方の中で、市当局の考え方

をお聞かせいただきたいと思いますので、

よろしくお願いします。

　そういった状況の中で、一方では土地

開発公社もそういう状況になっている。

今の中期財政見通しについて、総務部長

から９件の大きな事業並びに残りのソフ

ト面に対するこれからの苦慮の話もあり

ました。ただ、その中でも早期に決断し

ていかなければならない事業というのが

吹田操車場、正雀の道路拡幅等々が具体

的に出てきているわけですね。６月に吹

田操車場跡地の方針が出てくるという中

で、私はその部分も入れた中での中期財

政見通しというのを早急に出していただ

く必要があるのではないかなと思ってお

ります。

　それも冒頭申し上げましたように、財

政運営をやっていく上での基本原則は、

今、我々がやらなければならないのは、

不良債権をいかに早目に防止をし、一方
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では基金をいかに積み立てていくか。選

択と集中の中で事業をどうしていくかと

いう難しい判断に今なっているわけです。

その判断をするためにも、ある事業につ

いては、目に見えてやらなければならな

い事業については早目に数値を出してい

ただきたい。

　これについての考え方をお聞かせいた

だきたいと思っておりますので、よろし

くお願いします。

　それと、一時借入金の話で会計室から

もご答弁いただきましてありがとうござ

いました。一時借り入れの関係は、我々

の摂津市につきましては、その一時借入

金につきましては、特定目的基金から財

調を含めて一時借り入れをさせていただ

いております。限度額５０億という設定

をされておりますけど、今だから５０億

が一時借入金の限度額でいけるんですけ

ど、平成１９年度当初予算だったか、４

５億ぐらいだったと考えているんですね。

その中で、平成１９年度補正を締めた段

階で、基金総額は一体どれだけになって

いるのか、改めてお聞かせいただきたい。

　一時借入金が我々としては、基金があ

るから５０億で許可はできますけど、や

やもすると夕張市が破綻したのは一時借

り入れが、基金がなくて銀行から借りて、

一時借入金、本来の地方自治法、財政法

の中で年度内処理をしなければならない

部分を、要は先ほどの土地開発公社みた

いな短期証券を借り入れて、それの中で

利息を生ませてからやってきたのが財政

破綻した夕張市なんですね。

　本市はずっとさかのぼってみると一時

借入金は自分ところの基金を借り入れて、

単年度で返済はできている。これが今の、

うちの財政のまだ強みなんです。ただや

やもすると一歩間違うと、市中銀行から

借りなければならない事態はいつなって

もおかしくない今の財政状況であると、

私は一方では認識しているんです。

　そういったことの中で、その財政運営

を行っていく、資金繰りを行っていく中

で、非常に一時借入金というのが気になっ

ています。だから５０億に対して、今の

全体の基金が幾らあるのか、お聞かせい

ただきたいと思っております。

　あとの財政の大阪府の暫定予算に対す

る影響につきましては、私はこれも本会

議の代表質問の中で総務部長からご答弁

いただいた部分で尽きるんですけども、

平成２０年の大阪府の７月の動き次第で

は、今年度予算を組んでいる部分で、そ

れを１０億、影響額の約１１億がすべて

カットになるとは思いませんが、仮にそ

れが多少なり影響が出てきたときに、本

市としては平成２０年度、それでも事業

を進めなければならない。それが削られ

た部分は来年度の予算編成で相当影響し

てまいります。これにつきましては、市

の今の動きに対して、賛同はいたします

が、そういう状況があったときには、遅

滞なく議会の方にご報告をいただくこと

をお願いしておきたいと思います。これ

は要望で結構でございます。

　市債の状況につきましては、２回目は

結構でございます。

　それでは、２回目のご質問を終わらせ

ていただきます。

○山本善信委員長　角田室長。

○角田工事検査室長　それでは、工事検

査にかかわりますご質問にご答弁申し上

げます。

　工事検査が年度末に集中している。こ

れを是正するために工事検査室が工程表

を原課より提出させ、是正できないもの

かというご質問でございますが、工事検

査室の業務は原課からの検査依頼に基づ

きまして、臨時検査、中間検査、出来高
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検査、完成検査などを実施いたしており

ます。委員ご指摘のとおり、確かに平成

１８年度は総完成検査件数の約５０％、

半数は年度末に集中いたしておりました。

　今後は、工事検査室といたしましても、

工事着手前に工程表を原課より提出して

いただくとともに、できるだけご指摘の

趣旨に沿えますよう是正に努め、周知し

てまいりたいと思っておるところでござ

います。よろしくお願い申し上げます。

○山本善信委員長　豊田参事。

○豊田選挙管理委員会事務局参事　私の

方からの選挙にかかわりますものにつき

まして、ご答弁させていただきたいと思

います。

　まず１点目にマニフェストの件なんで

すけども、市長選挙におけるビラにつき

まして、記載内容については、先般どの

ようなことも記載できるようなことでご

答弁させていただいているんですけども、

委員ご指摘の政党等のビラにつきまして、

その政党が政治活動に係る部分で選挙運

動中に発行するビラにつきましては、ご

指摘のとおり政党名、また候補者の個人

名にかかわります部分については記載で

きないことになっております。

　この市長選におけるビラにつきまして

は、大阪府の選挙管理委員会にも確認を

させていただいているところなんですけ

ども、１点目には大きさＡ４版というこ

とで、この大きさであること。そのほか

２点目には、頒布責任者、印刷者の氏名

及び住所、あと３点目に選挙管理委員会

が発行する証紙、これをつけなければな

らないと。この３点を充足していれば基

本的には何を書いても構わないというこ

とで確認をさせていただいております。

　その記載内容につきましても、当然選

挙運動にかかわりますビラになっており

ますので、氏名とか、経歴、写真、その

ほか選挙運動にかかわります部分につい

てもどのような記載をされても構わない

ということで、この辺も確認させていた

だいております。

　それと、その中で書いてはいけないと

いう部分につきましても、先般も若干ご

答弁させてもらったわけなんですけども、

やはりほかの法律で違法になるような部

分については、これは記載できないとい

うことで、この辺につきましてはどのよ

うな部分は該当するかというのは確認し

ていないんですけども、ほかの法律で禁

止されているようなことは記載してはだ

めだとなっております。

　それと次に、裁判員制度につきまして

ご答弁させていただきたいと思います。

　裁判員制度につきましては、市の方と

裁判所の方でどのような切り分けになっ

ているかということで説明させていただ

きたいと思います。裁判員制度につきま

しては、市の方の選挙管理委員会でする

業務につきましては、今回の委託で導入

する予定になっておりますソフトを使い

まして、選挙人名簿のデータをもとにし

て、裁判所の方から依頼のあった人数分

の名簿、これは無作為に抽出するような

形の業務を市の方の選挙管理委員会の方

でするようになっております。

　その名簿をつくりまして、そのデータ

を電子媒体でＣＤかどのような形になる

かわからないのですけども、フロッピー

か、そのような形で裁判所の方に送付す

るというふうになっております。基本的

にはこの部分につきまして、市の方でさ

せていただくような形になっております。

　それをもとにしまして、先ほど委員が

ご説明していただいた流れに沿いまして、

裁判所の方で該当する裁判がある時点で

６人の裁判員を選ぶという形で、それに

つきましては大阪府下の名簿を集めた、
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その中からこれも無作為に、聞いており

ますのは、１裁判につきまして約１００

名の人数につきまして抽出して、その中

からさらにできない方、そのほか、不適

切な方、ちょっと言葉は悪いかもしれま

せん、そのような方を減らしていって、

実際最後６人に。ちょっと補充という形

でのプラスアルファもあるケースもある

ということで聞いておりますけども、そ

のような形で最終、これは裁判所の方で

すべてしていただくような形になってお

ります。

　ただ、委員ご指摘のとおり、市の方の

かかわりとしましても何らかしていかな

いとはいけないと思ってはいるんですけ

ども、この辺についても私どもも裁判所

の方から一定この制度についてもまだ説

明を受けていない状況で、選挙管理委員

会の方に依頼がありますのは、今現在、

この名簿について、このような方法で抽

出してやってくれという形でしか依頼が

ないもので、今後につきましては、同じ

ような制度で検察審査会制度というのが

あるんですけども、それにつきましても

年１回なんですけど、広報に載せたりさ

せてもらっていますので、そのような方

向で検討を加えていきたいと思っており

ます。

○山本善信委員長　川上次長。

○川上監査委員事務局次長　監査にかか

わりますお尋ねについてお答えを申し上

げたいと思います。

　１１日に一度お尋ねをいただきました

ときに、私の方からは工事技術調査業務

委託料の性格について、少し言葉が足ら

なかったかもしれませんけれども、一言

で申し上げればそれはいわば監査をサポー

トする、技術的な支えをしてもらうもの

だとお答えをいたしました。とりあえず、

工事検査とは別のレールを走っているも

のでございますと申し上げたように思っ

ております。

　それでなんですけども、もう少し言葉

を足さないといけなかったかなと反省も

いたしておりますけども、具体的には工

事検査の方でございますと、いろいろ検

査をされる中でこれは私どもが承知して

いる限りなんですけれども、例えば手直

し工事指令というのをお出しになること

であるとか、これは監査とは一味違った

枠組みになっているかと思っております。

　監査の方は自治法の１９９条というの

が監査の職務権限のベースになるわけで

すけれども、そこには財務に関する事務

の執行が切り口として具体的に規定をさ

れているということがございますので、

強いて、例えばご質問の中に、検査と監

査はどう違うんですかということでの非

常に端的なお問いもございましたんです

けれども、そのあたりが検査、監査の少

し性格の違いということをあえて申し上

げれば、見ることができるのではないか

と存じております。

　最終的に監査は監査としてあるとして、

監査自体について、その適宜についてど

う判断するんだというお問いもございま

した。これは少し難しい質問でもござい

ますけれども、確かに現在の市の行政機

構の中には監査を監査する業務はないわ

けでございます。ですから、これは場合

によりますと、例えば監査をさせていた

だいて、その結果についていろいろ評価

が生じるということになったときに、例

えば全国的な例を見ておりますと、その

こと自体が例えば裁判所に持ち込まれて、

評価の対象になるとかいうようなことは

あり得るのかなというふうには思ってお

りますけれども、直接市の行政機構の中

で、監査を監査するというのを具体的に

ルールとして定めているものは見当たり
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にくいかなと。これは例えば議会でのご

審査であるとか、ご批判であるとか、住

民からある意味ではいろいろ伝わってく

るようなご意見であるとか、ご批判であ

るとか、そういうものが監査に対するご

批判、ご意見になるのかなと思っており

ます。

○山本善信委員長　山本課長。

○山本人事課長　職員厚生事業に関する

ご質問にご答弁を申し上げます。

　平成２１年３月に大阪府市町村互助会

の方が解散をする方向で今現在動いてい

るということは前回ご答弁をさせていた

だきました。現在、互助会の方からちょ

うだいをいたしております、整理スケジュー

ルとその課題というところからご説明を

させていただきたいと思います。

　スケジュールにおきましては、解散の

基本方針を昨年の１０月に理事会等々で

決定をなされました。正式に解散をする

には総会が必要ということでございます。

スケジュール的には、来年の３月をめど

に総会をもって解散の議決をとるのでは

ないかというふうに我々は考えておりま

す。

　それまでの動きといたしまして、平成

２０年度に入りまして、互助会の方から

種々担当課であるとか、職員側団体であ

るとか、双方いろんな状況で説明会が催

されるものと理解しております。

　ご質問の中で、職員が今までかけてき

た掛金なり、市の方が税から負担をして

いただいております補給金の解散後の取

り扱いについてというところでございま

すが、現在、大変申しわけないのですけ

れども、はっきりしたことは見えていな

いというのが現状でございます。今、職

員の厚生を受け持つ事務局として互助会

解散後、どういうことが想定されるのか

というところで、今３つ想定をしており

ます。互助会がなくなったときには、各

大阪府下市町村それぞれが各市のみで福

利厚生運営をする。場合によりましては、

まだ全然調整はしておりませんが、近隣

市ともし何か協定ができるようであれば

ということも想定はしております。

　また、単独でする場合等々におきまし

ても、市独自でするのか、場合によって

は互助会を運営する民間の業者がござい

ますので、その辺と連携をしてするのか

ということも想定の１つとして出ており

ます。

　もう一つといたしまして、職員を取り

巻く環境の中で共済会なり、健康保険組

合がございます。場合によりましてはそ

の辺に事業が互助会の方から移管をされ

る場合につきましては、そういうことも

想定をしております。

　その辺の市の方の補給金なり、掛金の

動きでございますが、当然解散をされて

いろいろ清算をした段階で、還付が生じ

るようであれば市または個人に戻ってく

るのであろうというふうに思います。

　ただ、次の団体等々へ移行するという

ことであれば、その余剰金につきまして

は、そちらの方に回るのかなという想定

もしております。現時点では想定の段階

のみでの状況でございますので、今事務

局が独自に想定をしておる状況であると

いうことでご認識をお願いしたいという

ことでございます。

　事務局として、職員厚生の基本的な考

えということでございますが、やはり地

方公務員法の中にも地方公共団体は職員

の保健、元気回復、その他厚生に関する

事項について計画を樹立し、これを実施

しなければならないという一行が入って

おりますので、それを担当いたします人

事課としてはできる限り実施していきた

いということで考えております。
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　ただ、やはり職員互助会となりますと

大阪府下団体がすべて入っておられます

ので、当然スケールメリットでいろんな

厚生事業ができる。市のみになりますと、

やはり７５０名という前後の職員の数で

ございますので、その中で可能な限りは

していきたいと思っております。

　掛金の動向でございますが、厚生会に

つきましては市と職員、５割５割で運営

をしております。互助会におかれまして

は、来年度は市の補給金として給与の１，

０００分の３、個人側として１，０００

分の６というのが今予定をされておられ

ます。この辺の状況を見きわめながら、

来年度、互助会の動きを見きわめて、ま

た職員厚生会の中で平成２１年４月から

の職員厚生事業について種々検討をして

いただきたいと考えております。

○山本善信委員長　杉本次長。

○杉本総務部次長　土地開発公社に関し

ます件でございますけども、委員ご指摘

のとおり、本年度末で簿価におきまして

約２２億５，０００万円の土地を保有し

ております。金融機関の借り入れが約１

２億強あるということでございます。

　委員ご指摘のとおり、こういったもの

の利息の軽減、負担の増をいかに防ぐか

ということで、先般もご答弁いたしまし

た水道等からの借り入れ、また市からの

補給をさせていただいたということでご

ざいます。

　先般の答弁で若干、不十分な点がござ

いましたので、水道部の方から借り入れ

ております件でございます。あえてここ

で申し上げさせていただけたらありがた

いと思うんですけども、水道部から５億

借りることによりまして、本市土地開発

公社、金利が今金融機関から１．８７５

％で借りておりますものと水道の方は今

まで５億円を定期利息で０．４５％でお

預けになっておりましたので、これを足

して２で割るということで、１．１６５

の利息をつけるということにいたしまし

た。このことによって、公社といたしま

しては、年間約３７８万円の利息負担の

軽減、水道側としましては定期預金を預

けているときよりも約年間で３５７万５，

０００円の利息増、収入増ということに

なりますので、双方が金融機関に利息を

払うぐらいであれば、市内部での利用を

高めるということでさせていただきまし

た。

　ただし、先ほど委員ご指摘のとおり、

短期借り入れではございます。しかしな

がら一挙に返せと言われて返せる計画を

確かに持っておりません。水道の方から

も非常にその点を当初は指摘されました

ので、市の方との協議、財政部門との協

議の中で、万が一、水道の準備金等で必

要な場合については必ず市の方で責任を

持つということを１筆入れさせていただ

きまして、お借りしたということでござ

います。

　いずれにしましても、土地開発公社と

しては非常に水道部にご迷惑をかけまし

たけども、ありがたい話になったのかと

思います。

　また２，５００万円を利子補給として

入れている件でございますけども、本体

を当然借り入れを削減することも大事な

んでございますけども、まずこの２，５

００万円を金融機関に借りますと、この

２，５００万円に対してもまた利息がつ

いてくるということになりますので、と

りあえずそういうことも防ぎたいと。２，

５００万円を１．８７５で借り入れます

と、年間４０万から５０万円ぐらいの負

担増がふえてくるということもございま

すので、そういった削減効果もねらって

させていただいたということで、土地開

－
17
－



発公社の立場としてはこういうのはぜひ

継続をお願いしたいと思っております。

　あと土地の賃料を市の方に入れている

というお話がございます。確かに千里丘

のもと駐輪場跡地用地を２４時間パーク

に貸しております。それが年間約９００

万強の賃料が入ってきております。これ

を公社ではなく市の方に公社から使用貸

借でお貸しをいたしまして、それを市の

方が契約をし、収入を収益しているとい

うのはご指摘のとおりでございますが、

確かに若干いびつな形になっております。

これは当初、平成１５年に始めましたと

きに、公社よりも本体の方へ入れた方が

財政が非常に厳しい状況でしたので、い

いのではないかというお話もございまし

て、行ったことで、今後、２，５００万

をいただくことになるように財政は大分

好転してまいりましたので、これは公社

の方へ戻せるかどうか。相手方のある話

でございますので、検討してまいりたい

と考えております。

　それとあと公社の一般の事務経費等に

ついても７０万程度年間使っております

ので、これにつきましても鑑定料であり

ますとか、フェンス代でありますとか、

そういった工事費も含めまして、できる

だけ節減するように努めてまいりたいと

考えております。

　あと公社の土地につきまして、この５

か所をどうしていくのかということもご

ざいます。今までは市の買い戻しを待つ

ということで、非常に消極的に市が買え

と言ったんだから、そのまま待っていて

買い戻してくださいという立場をとって

きたのが現況かと思います。

　しかしながら、そうとも言っていられ

ませんので、事業用地、公園等の用地は

売ることはできませんので、代替地等と

なっております部分につきましては、公

社直売、その段階での差額、損金が出ま

すのでそれをどう処理するかということ

も含めまして、公社での直売についても

考えていきたいと考えております。

　私の方からは以上でございます。

○山本善信委員長　宮部参事。

○宮部総務部参事　補正予算後の基金の

状況でございますけれども、一時借り入

れいたしております基金については財政

調整基金、減債基金、公共施設整備基金、

いわゆる主要基金と申しているものがご

ざいますけれども、今補正後の実質現在

高は４６億６，３００万円となっており

ます。

　それから、中期財政見通しのあり方と

いうご質問であったかと思いますけれど

も、昨年６月に地方財政健全化法が施行

されまして、これが２１年４月より本格

適用されます。その中に第３条というの

がございます。これが健全化判断比率の

公表ということでございまして、健全な

自治体でございましても、実質赤字等４

指標の健全化判断比率を監査委員の審査

に付しまして、その意見をつけて議会に

報告し、公表することを義務づけており

ます。いわば議会の皆様方、そして市民

の皆様方に財政指標を開示することで財

政運営について互いに緊張感を持ってい

こうということではないのかなと考えて

おります。

　こういった法の趣旨から申しますと、

予算審議をいただく前に議会の皆様方に

少なくとも予算化された事業は組み込ん

で一定の財政指標はお示ししていかなけ

ればならないのかなと考えております。

　ただ、決算数値ではなく、予算の数値

に基づいて数値を出していくといたしま

すと、先日大阪府の暫定予算のとおり、

財政収支見通しというのがございました

けれども、そこにも、大変荒いという断
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り書きがありましたけども、そういった

ことになってこようかと考えております。

　これが１９年度決算からの法としては

施行となりますので、６月の補正予算時

に間に合わせることはできるかというこ

とは確約はいたしかねますが、中期財政

見通しのあり方を検討してまいりたいと

考えております。

○山本善信委員長　総務部長。

○奥村総務部長　それでは、私の方から

補足答弁させていただきます。

　まず、土地開発公社の健全化でござい

ます。土地開発公社の抱える最大の課題

というのは巨額の借入金でございます。

これを縮減することがすなわち土地開発

公社の健全化というふうに言えます。も

ちろん土地開発公社は地方公共団体から、

摂津市からの依頼に基づいて先行取得し

たものでありまして、巨額の借入金は買

い戻しが滞ることによって生じたもので

ございます。

　基本的には摂津市が買い戻しを行えば、

課題はすべて解消することになります。

しかしながら、現在の財政状況から考え

ますと、短期間ですべての土地買い戻し

というのは非常に困難でございます。

　平成２０年度の予算でございますが、

款１、議会費から始まりまして、款１２、

予備費まで、それから３２項がございま

す。１２０目がございます。それにまた

節がございます。それで多額な金額を要

は予算計上しながら、しかも財政調整基

金あるいは公共施設整備基金等々で、基

金の繰入金が７億１，３７３万２，００

０円、これで初めて予算が組めました。

これを土地開発公社の分を当初予算から

見込みますと、また基金の繰り入れが多

額になってしまいます。

　先ほどご指摘ありましたように、標準

財政規模に占める割合、１２．６が平成

１８年度末の数字でございます。これは

府下平均でいきますと２２．２でござい

ますので、比較的健全化の進んでいる団

体であるのかなと思っております。

　そういう意味では、先送りにどうして

もなってしまいがちでございます。先ほ

ど課長が言いましたように、財政状況を

見てということでございます。それから

決算見込みを見込みますと、当然今の時

期、今回の補正にもお願いしていますよ

うに不用額は出てきます。その折に基金

の積み増し、あるいは基金の取り崩しの

減、それから公社の買い戻しがもし可能

であればそういう処置も今後考えていき

たいと思っております。

　それから、中期財政見通しの方の関係

でございますが、中期財政見通しの分は

あくまで指数ということでご理解をお願

いしたいと思います。必ずやこの数字ど

おりに変遷していくというふうには我々

は思っておりません。過日の答弁でも申

し上げましたように、いろんな税制度に

よってそれぞれ数字が狂ってまいります。

　一番最近の分では、昨年の９月にお示

しをさせていただきましたけれども、そ

の中で市税収入も当然今回上げている分

で数字が変わっております。それから建

設事業費も相当変わっております。そん

な中での見直しを毎年させていただきま

す。ということで中期財政見通しを出し

ておるんですけれども、それも先ほど言

いましたように、確たる根拠というのも

余りないのが現状でございます。

　その中で、いろいろ事業を実施してい

く判断としては、今現在、基金はこれだ

け残っておりますというような判断の中

でまた皆様方にご審議お願いしたいと思っ

ております。もちろん事業を１つずつ実

施していけば、基金残高が減っていくと

いうことになりますし、また我々としま
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しては、基金のみならず市債やあるいは

他の財源手法がないかというようなこと

を検討しながら事業推進ということにな

ろうかと思います。

　いずれにいたしましても、課長が言い

ましたように、９月ぐらいには当然中期

財政見通しを出しますけれども、それま

でに事業費等々がある程度判明をいたし

ましたら、何らかの形で皆さん方にご提

示をしながら、またご議論をお願いした

いと思っております。

○山本善信委員長　三好委員。

○三好委員　絞って質問させていただき

ます。

　総合行政委員会の監査委員の関係で、

工事技術調査業務については、やはり行

政内における監査に対する監査業務はで

きないけども、裁判を含めて云々という

ものについては、それは余りにも答弁と

して過激ではないかなと思っておりまし

て、それにつきましては、そういったこ

とについての業務の精査をしていくとい

うのが一定の適切な答弁ではないかなと

私は思っております。

　それについて、要は気になっているの

は今後、公表される財政手法の中で連結

決算方式になっていったときに、公会計

の中で、例えば今、監査事務局長が土地

開発公社の中の監事として入っておりま

すが、一定こういったところも精査して

いかなければならない時期が到来してま

いります。現時点においてはそこまでの

指摘はしませんが、そういった視点で業

務を見直していただきたいというように

思っておりまして、そのときに発生して

くるのが、外部監査制度というのが導入

されてくるわけです。外部監査制度は私

が言うまでもなく、地方自治法の第２５

２条の２８の中で、外部監査をできる方々

につきましては、弁護士、公認会計士、

それと国の行政機関における会計監査に

おける行政事務に従事した人、この３者

によって外部監査というのが認められる

わけですね。

　今言っている工事調査という部分が、

監査と調査と検査というのが定義がなか

なかないんですよね。定義はあってもな

かなかわかりにくいという表現に変えま

す。

　だからそういったことがこれから時代

の趨勢の中で、外部監査制度まで導入し

てこなければならない時代が到来します

ので、これ以上言えませんが、改めて平

成２０年度の中で一定精査、私の質問が

間違っているのだったら間違っていると

いってまた決算のときにでもご回答いた

だいたらいいんですが、一度そういった

将来来るであろう、その時代のときを見

据えた中で、一定整理をしていただけた

らと思っております。

　例えば、監査というのはことし１５万

予算計上しているわけですね。今年度の

事業計画を見た中で、これを導入したと

きは大規模工事にかかわる、そしてまた

複雑な事業にかかわる部分について、技

術調査をしていきたいというのが事の発

端なんです。これが制度化したときにも

私はこういった質問をさせていただきま

した。そのときに、技術力はうちの摂津

市にないのかというようなことも言わせ

ていただいたし、これについては人材の

育成も含めながら、監査が１５万の予算

を計上しながらどこに入札して、どうい

う条件でそのところを指名しているのか

わからへんし、１５万円というのがもと

もと予算として必要だったのかどうかわ

からないような事業を抱えておったら指

摘されたときにはのど詰めますよと言っ

ているんです。だからこれ以上答弁は要

りません。２０年度で一定検討して間違っ
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ていない動きならば、そのまま投資して

いただいても結構ですし、万が一間違っ

ているんだったら、来年度では見直して

いただけませんか。こういったことを意

見として申し上げさせていただきます。

　それから、財政につきましては、これ

まで取り組んでいただきました、総務部

長を初め、財政課のこれまでの献身的な

取り組み、これは財政だけでなしに、政

策を含めて全庁挙げて取り組んできたと

ころにつきましては、敬意を表しておき

たいと思っております。

　これまでＳｕｐ３０から財政の健全化

計画等々やっていきながら、思い起こせ

ば１７、１８、１９年、これが赤字再建

団体になるかもわからない。こういった

ことをこれだけ安定した財政まで持って

きていただきました。ただ、これに甘ん

じることなくやらなければならないとい

う中での質問でございます。

　我々は議会としてでも今問われている

のは地方分権の中で権能と議会のチェッ

ク機能でございます。そういった中で、

議会としてでも中期財政見通しに対して、

どういった事業に対してどれだけの予算

を投資しなければならないというのを見

ていくのが議会の立場でございます。そ

ういった意味では、その事業が６月が、

市長の市政方針でありましたように、決

断しなければならない事業を見据えてお

ります。その予算が出るまでに財政当局

としてはそれは入手はされていると思い

ますので、この平成２０年度の当初予算

は、我々としては了としながらでも補正

の中で大きく変化が生じるわけですね。

その変化の対応のためにも中期財政見通

しを早目に盛り込んでいただきながらロー

リングしていくことについては、私は了

解しています。そのときに数字を出した

からといって、これで固めるわけではな

いんです。それには変化が生じて当たり

前なんで、ただし同じ共通の土俵に立っ

て同じ土俵の中で議論していくためには、

そういった資料が必要だと思っておりま

すので、その辺よろしくお願いします。

　それと土地開発公社の件で言うている

のは、莫大な今の借金の中で、指標とい

たしましては、確かに数値から見る摂津

市の土地保有状況の中での健全化という

のは大阪府下の要は標準財政規模から保

有量を割った部分でいけば、摂津市は１

２．６％、それから平均でいけば２２．

２％の中です。これは塩漬け土地を見て

いるだけであって、その中に他市の場合

で金融機関とか民間にどれだけ借りてい

るかというのはこの指標の中では見えな

いんですね、私が持っているデータでは。

　例えば、ある市は標準財政規模が１２

９億６，４００万のところで、現在簿価

が２２６億９，３００万の市もあります、

１７５％。もう一つ南の方のところでも

１２２億５，７００万の標準財政規模で

１２７億７，８００万の簿価があります、

１０４．３％。全くないところもあるん

ですが、土地開発公社を解散していって

いるところもありますけども、そういっ

た中で、大事なのは、僕はこういった考

え方を持ってるんです。土地は持っておっ

てもいいやろと。売れるときに売ったら

いいやんかと。ただし、それに公的資金

が民間に流れないようなことを今考えな

ければならないのと違いますかというこ

との中で、一方では、１億６，０００万

の無利子の一般会計から投入した分も評

価させていただきます。そして、水道か

らの５億を借り入れて、利息利子を相殺

して運用金でやっているやつも、これも

評価します。しかしながら、残りの７億

２，０００万の処理をどうしていくんで

すか。これについてはまだ一千数百万を
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毎年金融機関に支払いしなければならな

いんです。まさに今、この部分を一般財

源から投入をする時期と違うかなと。た

だし単年度でやれとは言いません。３年

計画、５年計画の土地開発公社の健全化

に対しての計画を組んでください。

　先ほど総務部長が言っている財政運営

の中で確かに公債費を借りかえも入れな

がら多額な６３億４，０００万ことしは

支出しております。それこそ膨大な款、

項、目、節までいったときにはそれぞれ

必要な予算を組まなければならない。わ

かります。今年度の予算での繰入金７億

２，５００万、市債の３８億５，８００

万、私はその部分のそういった繰り入れ

市債を発行していく部分の中だったら、

例えば市債で１億というのは目的外使用

だから発行はできないから、そういった

意味合いの中で繰り入れを１億仮にふや

しながら、土地開発公社に無利子で貸し

付けが可能ならば、毎年１億もしくは２

億、土地開発公社の方に投資をしていっ

た方がいいのと違うかなと。それでない

と毎年２，５００万、一般会計から土地

開発公社に支払いし、銀行にそのうち一

千数百万払わなければならない。１０年

で１億なんかすぐに来ますよ。

　それが出てきているのが実際のこれま

での簿価の中で、この５つの遊休地、実

際にどんな変化が生じているのかという

のが原価が平成元年、平成３年、平成４

年、それから平成６年の５か所あるわけ

ですね。平成元年の土地というのが１億

１，４１１万だった土地がいろいろと銀

行での短期借り入れをしながら、我々の

ところからは見えない、帳簿の中でしか

見えなかった部分が現時点において１億

７，９３３万、まさに６，５００万まで

膨れ上がっているんです。この５筆の中

でトータル、最初の原価が１８億９２１

万４，３５２円だったのが、現時点の簿

価が２２億５，２６６万２，７３９円、

すなわち４億４，３４４万８，３８７円

まで膨れ上がったんですね。

　それが今後また２，５００万ずつのう

ちの一千数百万を民間に持っていくとい

うことをいかにこれから検討していくか。

　私は冒頭申し上げたように、こういっ

た議論ができる財政力になったというこ

とも十分認識した上で今、質問させてい

ただいております。

　この辺についての考え方を聞きたいん

ですが、ただ本当に土地開発公社の役員、

それときょう座っている方々のトップク

ラスの方々が一緒なんで、土地開発公社

は土地を買ってくださいとか、行政はちょっ

と待ってくれとかではなしに、表裏一体

の中で本当に健全化に向けて取り組んで

いただきたいということが本音でござい

ます。

　その中で、一般管理費が７１万、年間

ずっと出ていくわけですね。聞くところ

によると、理事長は本来は報酬をもらっ

てでもいいような立場だけども、財政が

厳しいから本当にボランティア、無償で

こられているというふうに伺っておりま

して、そういった精神も大事にしながら、

今の現時点でいけば、現預金、これは貸

借対照表からしか見えませんでしたけど

も、現預金が９５２万７，４３０円、う

ち定期預金が５００万、一般会計で繰り

入れできるのが利息を入れて４５３万３，

０００円、この中で運営をしなければな

らないのは今土地開発公社の実態なんで

す。

　これを７１万ずつ使用したときに、こ

の一般管理費の経費そのものすら出てこ

ないですね。だから土地の貸付金の９０

０万ぐらいは土地開発公社の方に入れて

もいいのじゃないかという考えを持って
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いるわけです。その中で、土地開発公社

を解散しろとは言いませんよ。土地開発

公社の独立していただくために、それぞ

れの会計の独立ということを考えていっ

たときに、そういった手法も必要ではな

いかと。もっと言わせていたら、８億７，

７００万、これは土地開発公社としたら

本来やったら運用益を抱えておったら１

０億になっているんです。それを市が早

く買ってあげるから先行で買っておいて

くれという信用取引で、さあ買いなさい。

ところが１８年間もほったらかし。１２

年間もほったらかし。民間企業やったら

完全に倒産しているし、そこの２億円の

損害賠償請求まで民間だったらこられま

すよ。そこで８億７，７００万も塩漬け

として消えてしまっているのだから、だ

からその辺は過去の経緯であって、だか

らそういった現象が今度ならないように、

今度努力しましょうと。

　奥村部長が言うているように、平成１

２年の本当に公債費のピーク、ああいっ

た時代を我々も迎えたくありません。だ

から、その部分の中で幾らだったら単年

度で出せるんやと。平成２０年は２，５

００万の補給金だけでとどめてもいいで

す。２１年度からは１億なら１億、７年

間でここの民間から借りている部分は償

却しますと。その中で私はたばこ税の運

用も含めて活用をしていく必要があるの

と違うかと。だから臨時財源は、本来だっ

たら僕は使用目的があって、議会の許可

を得た中で使っていくのが本来のあり方

だと思う。だから当初は基金に積み立て

たらどうやという議論もしました。今は

こういう議論の中で、土地開発公社の不

良債権をいかになくしていくか。

　この点について、部長もしくは副市長

からご答弁いただきたいと思いますし、

副理事長だし。

　それともう一点は、一時借り入れが第

４条で５０億の制限があります。今、基

金は４６億なんですよね。だから１回目

の質問でさせていただいた質問は、５０

億というのは累積額の５０億ですかと言

うたのが、最高限度額の５０億であって、

そのときにまだうちは基金４６億しかな

いから、まず借り入れ限度額というのは

今持っている予算よりは上目のやつを組

むのが当たり前だと思いますけども、４

６億を一時借り入れを一発でやったとき

に、上限の５０億まで、先ほどのご答弁

だったら毎年５０億から５５億、それは

累積でいったら平成１８年度決算見たら、

一時借入累積は６８億ありました。だか

ら、一時の分の５０億までは達していま

せんけども。

　そういったことについて、要は僕は基

金ももっと貯めておかないといけないだ

ろうなとは思いますけども、その一時借

り入れの５０億のあり方というのが、僕

は今の基金残高に基づくやつが１つと、

もう一つは国からの補助金から、もしく

は税徴収の動向による４月スタートで、

２か月間でお金が入ってないのはよくわ

かりますから、その分の運転資金からいっ

たときの本当に第４条の５０億は適して

いるのかということについて、改めてご

答弁いただきたいと思います。

○山本善信委員長　総務部長。

○奥村総務部長　それでは、土地開発公

社の健全化について再度ご答弁申し上げ

ます。

　過去、それぞれ土地開発公社の健全化

については、手がけてまいりました。平

成１３年から１７年にかけましては、土

地開発公社の健全化計画に基づきまして、

起債を借りながら、それぞれ年次割で買

収をしてまいりました。１４億５，８０

０万の買収で、その分は金融機関からの
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借り入れを縮小しております。

　それで、ご質問の中にあったんですけ

ども、いわゆる土地の部分について保有

をするのか、あるいは売却するのかとい

うような問題も当然出てまいります。現

実的な対応といたしましては、未利用地

の整理はしていかなければならないとい

うふうに思っております。

　今の状況でございますと、当初の買収

価格よりも相当下回った価格で売却とい

うことが当然出てきますけれども、我々、

財政預かるものといたしましては、こう

いう土地をずっと将来抱えておるという

ことになりますと、当然、固定資産税も

入ってきませんし、将来利用する用地は

それはそれとしましても、利用する予定

が全く考えられないというような用地に

ついては、当然整理をしていきたいとい

うふうに思っております。

　それから、今現在は２２億５，２６６

万、簿価としてあります。このうち先ほ

どご紹介ありましたように、土地開発基

金、それから公社の準備金約１０億円強

ございます。我々といたしましては、２

２億円まず解消ではなしに、１２億円は

やはり解消していきたいと思っておりま

す。といいますのは、先ほどの土地開発

基金や公社の準備金、これで簿価が支え

られるのであれば、金融機関の借り入れ

は当然なくなってまいります。まずそう

いうことを第１段階の目標としてやって

いきたいというふうには思っております。

　それの１つの手段としては、やはり土

地の整理とそれから財政余裕が出てくれ

ば、当然年次割で購入をしていくという

のが当然のことだと思いますけれども、

ただ、先ほど言いましたように、それを

計画的に計画をつくりますと、当初から

予算計上していかなければなりません。

そういうことになりますと、基金の取り

崩しが膨大になり、また他の事業も当然

手がけていかなければならない事業がメ

ジロ押しでございますので、全体の財政

状況を様子を見ながら、個々の部分につ

いて手をつけられるのであれば、そうい

う手のつけ方をしていきたいと思ってお

ります。

○山本善信委員長　副市長。

○小野副市長　公社の問題について、今

日まで三好委員ご存じのように、内部で

は相当議論をしてまいりました。その議

論をする中で、やっと１７年度決算ベー

スで見た場合に、簿価が約２２億と府下

平均の大体半分以下ということで、今ご

指摘がありましたように、近隣市で標準

財政規模の１．８４倍とか、１．１倍だ

とか５０％とか８０％とかいうことから

見れば、今日まで努力してきたと評価し

ていただいております。

　今言われましたように、この議論の中

で、過去のことは問わないということで

おっしゃっていただきましたが、総務部

長言いましたように、思い切ったことを

言ったと思います。未利用地の売却と。

そうしますと、当初なぜその土地を買っ

たのかと。そこに何があったのかと。な

ぜそういうようにされたのかと。こうい

うことを内部で議論する中で、１つは財

政が非常に厳しい中で、その議論をした

ときにはなかなかできないということで

今日まで来たと。そういう意味では、三

好委員の方から具体的に明らかにしてい

ただいたということは、非常に重たいな

と受けとめたいと思います。

　それで、今後その関係と中期財政見通

しが大きな議論になるなと。したがいま

して、財政は生き物でございますから、

今年度の税収は２０２億は平成９年の２

０２億に匹敵する最大の市税収でいった

と。ところがこの１４年から１５、１６、
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１７と大体１７２億から１７３億で走っ

ておった。この差は実に３０億の差を持っ

ておるということでございますから、そ

ういう今後の税収の見通しもあるし、平

準化債はことしも１１．７億計上しまし

たけども、来年度１２億で、もう発行し

ないということを言っておりますから、

大体２０．５億のたばこ税も、うちの規

模だったら６．５億ぐらいかなと。大体

１４億でありますから、奨励金抜くと１

１億、これが２２年で一応時限条例が終

わると。こういうことも一度きちっと整

理した上でということで、この公社問題

も私どもとしてはここまでぼちぼちとい

ろいろ内部で議論しながら、総務部長は

非常に厳しい中身を我々も今日聞いてま

いりました。市長も私も。その中で努力

してまいりましたので、今少し具体の中

身ということで方向、方針といいますか、

そういうものがこういう方向でいきたい

ということで、杉本次長も言いましたし、

総合的にもう一度考えた上で、市はこう

いう方向で２２億を消していきたいとい

う形はお示ししなければならないという

ことを肝に銘じておきたいと思いますの

で、よろしくお願い申し上げます。

　それともう一つ、問われておりました

吹操跡地の問題でございますが、市長の

答弁では、取得位置、規模について検討

しているということと、都市計画決定ま

での７月ごろにはその具体の土地の取得

について決めた上で、７月中には意思決

定を行いたいということでございますか

ら、これはこのとおりの中身であります

と、６月議会にお願いしなきゃならない

というようになります。駅特との関係も

ありますので、私どもは可能用地は５．

５ヘクタールというように見ております。

減歩がありますから、６０％減歩と見て

おりますので、大体これが今まで議会等

でお示した４万２，０００円ぐらいだっ

たのではなかろうかと。ところがこれを

入れますと、２３億という数字が生まれ

てまいります。その中で、どれだけのも

のを取得をするかとなっても、その額は

単位は２けたになるのは間違いないと思

います。

　なぜこれをやるかと言いますと、私ど

もは１つ秩序あるまちづくりとまち並み

形成のためには、市がもつべきであると

いうのが１つ思っております。

　それから、もう一つは、横にあります

４．５へクタールの正雀処理場問題。こ

れとの整合あるまちにするためには、市

の主体を持つべきである。そうしなけれ

ば民間にばらばらのまちにされると。南

千里丘のような地区計画というのはまだ

考えておりませんが、市が主体を持って

ここに道路を入れると。その条件をして

まちづくりはしなければならないという

のが基本的に思っています。

　もう一つは、私は将来は一部であるか

どうか、売却はありきと。きれいにまち

並みの形をつくった上で、売却もありき

ということを入れないと、この問題は処

理ができないのではないかと思っており

ます。

　いずれにいたしましても、それだけの

財源手当が必要でございますから、私の

気持ちとしては、数多くの事業がありま

すから、多分６月議会でお願いしたとし

たら、材料は整っていないのではないか

と。正雀の問題はどう動くんだと。正雀

も大体十三高槻線の正雀工区の完成の２

７年度までにやるとなれば、大体２０年

度から２５年度ぐらいになってまいりま

すから、それらは約８億と申し上げまし

た。そういったことを具体に、ある程度

お示ししない限り、議会としては判断す

る材料がないと。多分そこが三好委員言
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われた情報公開、同じ基盤に立つからちゃ

んと出してこいよと、その上で議論しよ

うやないかということでございますから、

私どもは８月で数字は動きますから怖い

んですが、ある程度、吹操跡地を買うと

なれば、他の事業との整合性、年割、南

千里丘にいたしましてもご存じのように、

あれは新駅負担と区画整理しか入れてお

りません。コミュニティプラザ、福祉会

館撤去、境川の埋め立て問題、あれらも

入れた上で、今少し早い段階で６月議会

に出すのであれば、その具体的に議論で

きる資料はお示しをすべきということを

思っていますので、内部で総務部長と十

分詰めまして、そういう議論をした中で、

一定の６月議会に吹操跡地の買収と。お

示しするのであればそのときの資料とし

てきちっと議論できる材料ということを

含まれた上で、処理を今後進めてまいり

たいと考えております。

○山本善信委員長　宮部参事。

○宮部総務部参事　一時借入金の限度額

５０億円の根拠ということでございます

けれども、先ほど答弁申しましたが、１

９年度の資金繰りといいますか、一番多

かったのは１９年５月１日から６月１日

ということで、これはまさしく税収が入

る前のああいう間の資金繰りとしてこの

時期最高で３２億４，７００万円になっ

たということでございます。これは、た

またま基金がございますので、その基金

から借り入れしたものでございます。

　基金から借り入れますと、利率も市中

金利に基づいていますけれども、安く入

れられる。それから基金から借り入れま

すと、今度基金に利息がありますので、

基金としての資金運営もできておるとい

うことになろうかと思います。

　それで、この５０億円と基金というの

はたまたま利息の軽減ということで基金

から借り入れておりますが、その基金残

高とこの借り入れ限度額とは必ずしもリ

ンクしないと考えております。過去にお

きましては、近年基金から借り入れて、

そういう節減しておりますが、過去にお

きましては、金融機関から借り入れまし

て、資金ショートのないように運営して

おったということでございますので、ご

理解いただきますようによろしくお願い

いたします。

○山本善信委員長　三好委員。

○三好委員　るるご答弁いただきまして

ありがとうございました。

　財政当局並びに土地開発公社について

の副市長からのご答弁含めて、共通認識

に立っているということは非常にありが

たいと思いました。我々議会がそういっ

た目線の中でチェック機能を働かせてい

きますが、ただ全体の財政運営について

は、当局の方から提示もいただきたいと

思っております。それぞれ問題が山積し

ておって、どの部分を選択し、集中して

から、基金を活用していくかというのは、

本当にこれからの争点になってくると思

います。平成２０年は、土地開発公社の

健全化も含めて、中期財政計画も含めて

またご提示をいただくことをお願い申し

上げて、質問を終わらせていただきます。

　ありがとうございました。

○山本善信委員長　暫時休憩します。

（午前１１時４７分　休憩）

（午後　０時５７分　再開）

○山本善信委員長　再開します。

　三宅委員。

○三宅委員　それでは、これまで三好委

員、村上委員、野口委員、それぞれさま

ざまな観点からの質疑があり、また代表

質問、その他これまでのさまざまな議論

を踏まえた上で、質問をさせていただき

ます。
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　まず、歳入の法人税についてなんです

けれども、さきの三好委員の質問等の中

にもいろいろご説明ありましたけれども、

例えば企業のパーセンテージ、１００割

合がある中で、Ａの企業が例えばそのう

ちの２％を占めているであるとか、そう

いった点のデータは収集しておられるの

かという点をまずお伺いいたします。

　次に、人事課になると思うんですけど

も。予算概要の１３ページに一般事務事

業の中で特別職報酬等審議会委員報酬と

いうのがありますけれども、これは１４

万５，０００円ですね。この当該年度は

市長選挙が予定されておるんですけども、

この状況下で開催の予定はあるのかとい

う点と、それと研修についてなんですが、

この今回の市長の市政運営方針等にもあ

りますが、カフェテリア型の研修である

とか、管理職を対象とした研修、そういっ

たものをさまざまに運営されていること

と存じ上げますが、しかし、現在は情報

化が進んでおりまして、さまざまなビジ

ネスの世界ですとか、そういう点ではい

ろいろな研修体制や概念が誕生しており

ます。

　例えば、最近よくビジネス雑誌に載っ

ておりますのが、「地頭力」というもの

でございまして、これは一言で申し上げ

ると論理的創造力とでも申しましょうか、

そういった概念がただいまビジネス書籍

のコーナーなどでよく見かけております。

　また民間企業の場合ですと、日本版Ｓ

ＯＸ法、金融商品取引法なんですけれど

も、その関係で内部統制というのが非常

に議論されております。そういった観点

からも研修等に組み込んでいくべきでは

ないかと思うのですが、この点の見解を

お願いします。

　続きまして、秘書課の広報に当たろう

かと思うんですが、予算概要で申し上げ

ますと、１９ページになりまして、広報

事務事業、備考欄で広報せっつのお知ら

せ版であるとか、市内地図等の作成をし

ておられる、これは重々承知しておりま

して、その配布方法等、いろいろこれま

でに検討を加え、また紙面等にも改良を

加えておられることは承知しております。

　この３月１５日号の広報におきまして

は、時代の流れに沿った形といいましょ

うか、文字の配置、大きさの変更がなさ

れていると伺っております。この点、今

後例えばさらに広報紙面をお知らせ版と

１５日号と合わせた方向性を既にお持ち

であるのか。またこの配布方法につきま

して、例えばシルバー人材センターと連

携をしていくような考えはあるのか。

　それと市内地図に関係いたすことでご

ざいますけれども、市内のハンドブック

みたいなものを、外国語、英語や韓国語

等ありますけども、そういったもので作

成する意図は今お持ちか。といいますの

は、確認させていただきましたが、摂津

市内にも在日の韓国人の方が人口比で申

し上げますと、１％弱おられるとのこと

でございますので、そういった方々にも

目を向けるべきではないかと考えます。

　続きまして、予算概要で申し上げます

と２０ページの会計室になりますけれど

も、こちらは、確か先だって、会計管理

者制度というのができまして、さまざま

に内部で変更があったかと思うんですけ

れども、この制度の変更等、ただいまは

２００７年問題に端を発します大量退職

が始まる。今年度であっても３４名の方

が定年を迎えられると、ここにいらっしゃ

る管理職の方々にも該当の方がいらっしゃ

います。こちら会計室も恐らく該当され

ると思うんですけれども、この会計の変

更であるとか、制度の変更、またこれま

で摂津市でお住まいになられた中で、例
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えば感想であるとか、今後こういうとこ

ろに気をつけていただきたいといった点

があれば、一言お願いいたしたいと存じ

ます。

　続きまして、情報政策の所管になりま

すが、予算概要で２５ページになります。

このたび基幹業務オープンシステムが稼

働になりまして、いろいろさきの質疑の

中でも議論されておりましたけれども、

セキュリティ等の面で非常に考え方を変

えていかなければならない点が出てこよ

うかと思います。それはもちろん先ほど

の質疑の中にあった考え方でもあります

し、また今までのシステムとこのたび新

しくシステムが変わるというその違いも

踏まえての話であるのではないかとも思

いますし、またやはり先ほどの質疑にも

ありましたけれども、個人個人の認識の

話にもなってこようかと思います。情報

政策の立場として、そういった点、どの

ようにして今後広めていくのか。

　また、ページは若干戻るんですけれど

も、１８ページに地域情報化事業という

のがございまして、こちらには電子自治

体推進協議会の負担金というものがござ

います。これは昨年度と比較しまして、

増額になっておるかと思うんですけれど

も、この電子自治体というのは摂津市だ

けの話ではないと思いますので、ほかの

市や自治体と連携をしていく必要がある

のは承知しておりますが、摂津市が望む

ことと他市が望むことが必ずしも一致す

るわけでもないとも思いますので、そう

いった現状をどうとらえておられるのか

お伺いいたします。

　次に、女性政策に関してなんですけれ

ども、予算概要２７ページで、情報収集・

提供事業、男女共同参画社会に向けた情

報の収集・提供という項目を計上して４

２万９，０００円計上しておられます。

これまでにもいろいろそういった努力を

してこられていることは承知しておりま

すが、例えば、他課との情報の連携であ

るとか、例えば配布物の構成であるとか

そういった点も視野に入れていくと費用

対効果の面からも有効であろうかと思う

んですけれども、この点、どのようにお

考えでしょうか。

　続きまして、選挙管理委員会のご所管

になろうかと思うんですけれども、先ほ

ど来、選挙制度であるとか、投票率の話

であるとか、いろいろ議論が交わされて

きております。このたび、市長、市議会

議員補欠選挙の事業が計上されておりま

して、４，１０３万６，０００円、これ

が結果としてどういう投票率と執行金額

になるかはいまだに想像の域を出るとこ

ろではありませんけれども、投票率を上

げるには我々の努力というか、政治の場

からの努力も必要であるかと考えてはお

ります。

　その中で、市民啓発といった点につい

て、これまで選挙管理委員会としてどの

ように考えて実行してこられたか。総合

行政委員会の事務局の中でもこのたび定

年になる方があると伺っております。こ

れまでの経験を踏まえて、今後の対応等、

ご自身の考えをいただきたく存じます。

　最後に消防本部の点になるんですけど

も、予算概要で申し上げますと、１００

ページになります。こちら消防総務課ご

所管、一般事務事業の中の大阪航空消防

運営費負担金というものがございますが、

これ自身、出初め式で見かけるヘリコプ

ターのことであろうと思うんですけれど

も、この航空部隊がどのような活動で摂

津市とかかわっておるのかというご説明

をいただきたいと思います。

　その次に、１０２ページの消防署のご

所管で、指令・通信事業の中にあります
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緊急情報システム等保守管理委託料１，

２８８万９，０００円ですけれども、最

近よく話題になります病院との連携を取

る情報端末かと思うんですけれども、ど

のような活用がなされておるのか。それ

と救急の現場として、例えば、救急救命

士の処置範囲であるとか、病院との連携

であるとか、こういった点で消防の立場

として何か考えておられることがあれば、

そして平成２０年度に向けていろいろ予

定があれば教えていただきたいと思いま

す。

　そして、これまでにもいろいろ議論の

ありました危険物の規制ですね。実際、

予防活動というのはやはり市民にとって、

ちょっとした意識の啓発になりますので、

先日の防火フェアー等、ああいった市民

との触れ合いの場を通じて、地域住民の

防火の意識の高揚を図るため、努力して

いただいていることは承知しております。

　またその志をそのまま引き継いでいた

だきたいと思います。消防本部におきま

しても、このたびは定年を迎えられる方

があると伺っております。皆様、これま

での経験を踏まえ、今後の摂津市の救急

活動等、また自分の経験から一言ござい

ましたらお願いいたします。

　以上で１回目終わります。

○山本善信委員長　寺本参事。

○寺本総務部参事　２０年度の予算で法

人市民税の歳入予算の積算のパーセンテー

ジ、またデータはあるのかというご質問

につきましてご答弁申し上げます。

　法人市民税につきましては、関係しま

す法人件数でございますが、約３，００

０社ございます。そのうち、法人税割を

納税いただいている企業は１，４００社

ございます。過去５年間の本市での法人

税割決算額の推移でご説明をさせていた

だきます。

　平成１４年度では、法人税割でござい

ますが、１４億４，３００万円、１５年

度で１４億４，５００万円と余り変化は

ございません。平成１６年度では１８億

１００万円と前年度に比べまして２４．

７％の増となっております。平成１７年

度では、２０億１，６００万円、前年度

に比べまして１１．９％の増となってお

ります。平成１８年度では、２４億５，

６００万円でございます。前年に比べま

して２１．８％の増となっております。

　この内訳で納税額の上位１０社の構成

を見てみますと、平成１４年度では構成

比は４１．４％、そのうち上位５社でご

ざいますが、３８．２％となっておりま

す。平成１８年度に至りましては、上位

１０社の構成比は５０．４％でございま

す。そのうちでも上位５社につきまして

は、４５．４％となっております。

　このことから、本市の法人税割の増減

につきましては、上位５社の業績の動向

に大きく左右される状況であるといえま

す。法人市民税の法人税割につきまして

は、景気の動向によりまして増減いたし

ます不安定な財源でございます。最近の

経済情勢を見ますと、米国のサブプライ

ムローンの問題や原油高、また円高、株

価の下落等によりまして、先行きは不安

な要素はございます。このような状況の

中で、本市の上位５社のうちの中でも数

社の業績につきましては、新聞報道など

では８期連続の最高益の更新や２００７

年４月から１２月までの経常益が３９％

の増など、その好調ぶりが報道されてお

ります。

　これらのことから、平成２０年度の法

人市民税の法人税割の当初予算額につき

ましては、前年度に比べまして、３億４，

４００万円の増、率にしまして１３．７

％増の２８億６，０００万円を計上させ
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ていただきました。

○山本善信委員長　ご答弁いただく前に

申し上げますが、今、退職者云々で今後

の見解云々の話が質問者からありました

けれども、その部分は全然関係なく、２

０年度に向かってどういった見解をお持

ちなのかということについての予算化さ

れた内容についてのご答弁ということに

してお答えいただきたいと思います。

　東角課長。

○東角情報政策課長　情報政策課にかか

わります３点につきましてお答え申し上

げます。

　まず、２番目にご質問のありました電

子自治体推進協議会の負担金についてで

ございますが、平成２０年度３９１万９，

０００円、これは対前年度比で６９．２

９％、増額金額が１６０万４，０００円

となっております。他市とのいろいろや

り方も変わってくるのではないかという

ご質問でございますが、まず金額が上が

りました理由は、大阪府で共同で使わせ

ていただいておりますＬＧＷＡＮ、ロー

カル・ガバメント・ワイド・エリア・ネッ

トワークと申しまして、総合行政ネット

ワーク、国と大阪府、あるいは都道府県、

それと市町村の中で専用で使わせていた

だく回線でございますが、その経費が５

年のリースが終わりまして、６年目に突

入するということで、今回大阪府内４３

市町村共同でかえるということで、お話

がございました。ただ摂津市だけが反対

をしておりまして、うちの場合は７年最

低使うので、あと最低でも１年以上は今

のものを使わせてほしいという話を実は

して、非承認ということで結論を一たん

出したんですが、反対している市がうち

だけということで、ほかへ迷惑がかかる

ということで、ぜひともご協力いただき

たいということで、やむを得ず増額、渋々

でございますが、承認ということにさせ

ていただきました。

　ただ、前回は７００万ぐらいの経費が

投入されておりまして、今回は５００万

ぐらいで経費そのものは大阪府４３市町

村ということで少なくなっておりますが、

先ほどのご質問でもありましたように、

摂津市はちょっとやり方を変えておりま

して、うちの場合はざっと４００万です

が、他市はざっと６００万、５９６万７，

０００円以上ということで、４３市町村

中、３７市が実はその金額をうちよりも

２００万多いと。平成１９年度までにお

きましても、よその市はうちよりも３０

０万多い金額を毎年払っておりました。

　うちは目指す方向が少し議会でもご答

弁申し上げておりますように、１つの選

択肢としては大阪府電子自治体推進協議

会の方針もございます。それから今、か

なり難しい話になるんですが、ＡＳＰ方

式と申しまして、そういうすぐれた技術

を汎用的に使えるものを機械を導入せず

に貸していただくと。機械を持つとラン

ニングコストもかかりますし、メンテも

かかりますし、また人件費もかかります

ので、そういう方法が１つございます。

それからもう一つは、大手ベンダと協力

してタイアップして、開発していくとい

うその３つの方法がございまして、今の

ところ大阪電子自治体推進協議会ですと、

電子申請するだけで５年で３億５，００

０万ほどかかるということが大体わかっ

ておりますので、うちはできれば１０年

で１億ぐらいまでの金額でできれば抑え

たいと考えておりまして、ちょっと方向

性は他市とは異なってまいろうかと思い

ます。

　それから、もう一つ、いろいろな情報

のネットワークが張られた場合について、

情報の共有化というものが起こるという
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ことについてのご質問でございますが、

これも少し先になるんですが、今回１人

１台体制ということで、パソコンが１０

年を超えているものが８割超えておりま

すので、これを３年かけてやっていく中

で、ネットワークシステムそのものも安

全で、しかも広範囲で利用できるような

ものを現在、検討しておりまして、これ

も多分他市とやり方が違いますが、多分

うちがやれば全国的な方式に変わるので

はないかと期待しているやり方でござい

ますが、その方式を用いまして、将来的

に財務会計なり、電子決済システムなり

というような、あるいは文書交換システ

ムというようなものを検討していきたい

というように考えております。

　それから、新システムを導入した場合

の情報セキュリティについては、どのよ

うな周知の方法、あるいは技術的な方法

がありますかというご質問でございます

が、まず技術的なものは以前三宅委員か

らもご質問がございましたように、他市

に先駆けて副市長の方から平成１４年度

には業務系の情報セキュリティを導入い

たしております。それから、それを受け

まして、平成１７年度でございますが、

摂津市の情報セキュリティのレベルはど

れぐらいあるかということを第三者機関

による外部監査を受けておりまして、こ

れは平成１８年の３月末日現在では、大

阪府下で５市しか受けておりませんが、

その結果、摂津市ではまず１番目に一番

問題になる、これはどこの市も同じです

が、危機管理意識というもの。それから

２番目には、インターネット時代に応じ

てウイルス対策。３番目には、アクセス

制御、ＩＤやパスワードの設定、これは

副市長が助役の時代にももちろん設定さ

れておりますが。それから、最後にデー

タを暗号化してほかの者が容易には見れ

ないような仕組みという４点の指摘を受

けております。それに基づきまして、平

成２０年度以降については、改良してい

こうと考えております。

　それから、人的なものにつきましては、

毎年平成１７年度から年２回の管理職、

理事者、あるいは一般職の研修をいたし

ておりますのと、平成１８年度以降につ

いては、新規採用者の情報セキュリティ

研修も行っております。

　技術的なものにつきましては、住基ネッ

ト、公的個人認証、緊急時対応訓練とい

うようなものが必ずございまして、それ

につきましては、今のところすべてクリ

アしている状況でございます。

○山本善信委員長　山本課長。

○山本人事課長　それでは、人事課に関

係いたします２点のご質問についてご答

弁申し上げます。

　まず、特別職報酬等審議会委員報酬の

件でございますが、現在、予算組みとい

たしまして、委員７名、３回を開催する

予定で予算を計上させていただいており

ます。審議会委員のお役目といたしまし

ては、議会議員の報酬、政務調査費、市

長、副市長の給与額についてご意見を述

べていただくと。大きく申しますと、恒

久的にこれらの額を改定する場合に、そ

の会を開催を求めるというふうに解釈を

いたしております。

　平成２０年度市長選ということでのご

質問でございますが、今年度平成２０年

度それらの点について、恒久的な額改定

の動きがあれば、それに備えて予算組み

をさせていただいているということでご

ざいますので、ご理解をお願いしたいと

思います。

　続きまして、研修全体のあり方の中で

のご質問でございますが、平成１８年３

月に策定いたしました人材育成基本方針
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に目指すべき職場像、職員像を載せてお

ります。お互いが問題意識を持とうと。

それで何かを学ぼうとする学習風土、所

属長がリーダーシップをもって発揮して

いける職場をつくろうと。職場の目標、

目的を明確に示していこうと。またこれ

らを共有していこうと。職員全員が課題

に対して積極的に取り組んでいこうと。

気軽な雰囲気で自由にお話ができる職場

を目指そうと。コミュニケーションが十

分図れる職場も目指していこうというこ

とを掲げております。

　委員がお話でございました地頭力に関

してでございますが、昨今、民間企業に

おかれましては、インターネット時代で

ございますので、情報についてはたくさ

ん入ってくる。ただ、情報を持っている

だけでは優位ではないという動きの中で、

その情報をいかに取捨選択して、付加価

値をつけて業務に生かしていくという動

き、創造的に考える力、地頭力というと

ころに注目をしておられるということは

認識をいたしております。

　私どもも情報については、インターネッ

トを通じて、日本全国の各団体の情報も

入ってまいります。情報を得るのは簡単

な時代になってきておりますけども、そ

の情報をいかに付加価値をつけて、市民

サービスにつなげていくかということは

委員がご指摘のとおり職員として地頭力

というのは必要な力ではないかと考えて

おります。

　内部統制のところでございますが、目

指す職員像といたしまして、所属長が職

場運営を円滑に進めるためのリーダーシッ

プを発揮していける職場ということになっ

ております。やはり内部を統制するとい

うことは、総合計画なり、小さく言えば

事務事業なりを同じ方向を持って職員が

市民サービスにつなげるために取り組む

というところにリンクされていくだろう

ということで思います。ということで、

当然、内部統制をしていく力も職員とし

ては必要な力になってこようと思います。

　今後作成いたします人材育成の実施計

画にその辺を網羅できるような形で、策

定し、人材育成に取り組んでいきたいと

考えております。

○山本善信委員長　橋本参事。

○橋本秘書課参事　それでは、まず広報

紙の文字のサイズの大きさについてのお

問いについてお答えいたします。最近日

刊紙の方では、読みやすく目に優しい紙

面づくりをということで、文字を一段と

大きくされる傾向にあります。

　そういった傾向の中で、１５日号の広

報紙についてですが、１８年の７月に９

段組みのうちの１行の文字数を１３文字

から１２文字に変更しております。今回、

３月１５日号お届けしている分なんです

が、１行１１文字に変更したところです。

１文字あたりの大きさにつきましては、

約２１％の拡大を図ったところでござい

ます。

　なお１日号なんですが、イベントなど

の情報を多く掲載しておりますことから、

前回１８年のときには文字を拡大するこ

とはしておりませんでした。しかし今回

１５日号との文字の大きさにかなりの差

が出ますことから、今回の同時作業で４

月１日号で文字を拡大してつくっていき

たいと取り組んでいるところでございま

す。

　続きまして、広報紙の配布とシルバー

人材センターとの関係でございますが、

広報せっつお知らせ版については昨年７

月から民間業者による全戸配布を実施い

たしました。この全戸配布導入に際して、

広報では近隣市の導入状況を調査いたし

ました。配布方法を切りかえてから、一
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定定着するまで、混乱が起こった事例も

確認いたしておりまして、また委託して

いる業者についても近隣市の状況では、

民間業者もありましたし、シルバーがさ

れている市もあることを把握いたしてお

りました。

　しかし、シルバーの採用については、

メリットといたしましては、地域情報に

詳しいことが最大のメリットでございま

す。また、逆に配布漏れに対するシルバー

事務局の対応、これは土曜日、日曜日な

ども含めた配布漏れの対応ということで

は、そういった点を考慮いたしまして、

本市で初めて実施するに当たりましては、

経験を積んでいる民間業者で導入に踏み

切ったものでございます。

　ただ、市としましては、市側といたし

ましても、この全戸配布のノウハウを積

む中で、一定期間後にはシルバーが業者

選定に参加できるよう話し合いも続けて

いきたいと考えております。

　続きまして、３点目です。ハングル語

等の記載の関係でございます。まず、ハ

ンドブック的なことで言いますと、先に

平成１２年度にハンドブックは作成して

以来、本市では作成いたしておりません。

今回、予算計上しております市内地図の

関係についてですが、先日の答弁でも申

し上げましたとおり、全面改訂を予定し

ております。ただ限られた紙面、スペー

スでの中で公共施設の利用案内など、市

民生活に必要な部分の情報について、外

国語表記もできるかどうか、研究して作

業を進めてまいりたいと考えています。

　仮に表記できるとしたときに、ハング

ルだけでいいのか。英語も必要かどうか。

他の外国語はどうかなどについてもあわ

せて検討を加えるべきだと考えておりま

す。

○山本善信委員長　杉浦局長。

○杉浦選挙管理委員会事務局長　ただい

ま、投票率をアップについての僕の思い

ですとか、どういうことに取り組んでき

たかというご質問がございましたので、

私の方からお答えさせていただきます。

　投票率アップというのは、私たちにとっ

ては一番気になるところでございまして、

いろんな対策を講じております。その中

で特に啓発に関しましては、広報でのＰ

Ｒもありますし、チラシの配布とか、ボ

ディパネルをつくったり、のぼりをつくっ

たりということで、各市がやっているこ

とについてはほぼすべてが我々もやって

おります。

　ただ、私が職員にいつも言っておりま

すのは、ただ現在やっておることをベス

トと思ってはだめだと。何か新しいこと、

改善すべきことがあるのじゃないかとい

うことは常に申し上げておりまして、そ

れによって今回、予算に上げております

期日前投票所の増設分初期設定委託料、

これにつきましては、期日前投票所とい

うのは１か所は必ず期間中、朝の８時半

から夜の８時まではオープンしておかな

いとだめなんですね。増設分については

これはそういう規定はございませんので、

例えば日ごとに場所を変えるということ

も可能になってくるわけです。

　現在考えておりますのが、増設は３か

所考えておりますけれども、それを常時

開設するということになりますと経費が

４倍かかるということになりますので、

それを少しでも安く上げるということで

移動式の期日前投票所というのを今、現

在考えているところです。

　これについては大阪府もですし、各市

においても初めての試みですので、非常

に注目されているということです。

　ですから、いろんな方法は考えられる

んですけども、常にどうしたら今よりも
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よくなるかということを考えながら、こ

れからも取り組みをする必要があるんで

はないかというように考えております。

○山本善信委員長　牛渡課長。

○牛渡女性政策課長　それでは、女性政

策課に係るご質問にご答弁申し上げます。

　ただいま三宅委員より男女共同参画に

関する情報配信という点から他課との連

携ということでご提案をいただいたもの

と理解をしております。男女共同参画の

推進につきましては女性政策課のみで担

えるものではございませんので、例えば

他課が市民に向けて情報配信をされる機

会を活用し、男女共同参画の理念の普及

に努めるなど、今後とも関係課との連携

に努めてまいりたいと考えております。

○山本善信委員長　阿久根室長。

○阿久根会計室長　そうしたら会計室に

かかわりますご質問にお答えさせていた

だきます。

　まず、会計室を取り巻く制度につきま

しては、先ほど委員もご指摘のとおり、

地方自治法の全体の見直しの中で大変変

革しております。平成１７年４月におき

ましては、収入役の事務を助役が兼掌す

る制度、それと昨年４月には収入役にか

わる新しい会計管理者制度と、そういう

ふうに制度的に変わってきております。

　特に、課題等につきましては、短期的

には昨年１０月ゆうちょ銀行が民営化さ

れ、これにかかわります手数料の問題、

振り込みの関係、そういう問題をまだ抱

えておりますので、これの解決、協議が

必要になってこようかと思います。

　それと長期的にはこういう少ない体制

でございますので、支出命令書等のペー

パーレス化の取り組み、それと各課と連

携した収納事務、電子化による収納事務、

これも長期的に考えていかなければなら

ないと考えております。

　ただ、日常的におきましては、公金の

重みを十分認識しながら常日ごろの事務

に当たるというようなことが必要ではな

いかと考えております。

○山本善信委員長　明原参事。

○明原総務課参事　大阪航空消防運営費

負担金にかかります消防ヘリコプターの

活動実績というお問いをいただきまして、

それにつきましてご答弁申し上げます。

　本市におけます消防ヘリコプターの活

動実績でございますが、防災演習等での

本市消防との共同訓練、また淀川での水

難事故捜索、火災予防運動などでの上空

からの音声での広報、また消防出初め式

等での式典でのメッセージ投下など、訓

練、消防活動、広報などでの実績がござ

います。

　また、最近では、平成１８年１２月に

発生いたしました正雀地区での火災現場

におきまして、上空から火災また消防活

動の状況の映像を撮るといったような活

動をしていただいた実績もございます。

　付加的な活動実績といたしましては、

平成１７年の数字になりますが、保有ヘ

リコプター２基の合計数字でございます

けども、災害で２６回、訓練で１２１回、

広報で３０回、調査で５９回、その他６

０回で合計２９６回、計２９３時間３５

分というような報告がなされております。

　今後につきましても、消防ヘリコプター

の活動が有効であると判断するような消

防活動の際には、ヘリコプターを要請す

るなど、その積極的な活用を図ってまい

りたいと考えております。

○山本善信委員長　北居課長。

○北居警備第１課長　それでは、消防署

所管のご質問にお答えいたします。

　まず、緊急情報システム等保守管理委

託料についてでありますが、これは通信

指令台に組み込まれております各種パソ
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コン並びに周辺機器の管理委託料であり

まして、大阪府が運営しております医療

機関の情報システムとは別のものでござ

います。

　次に、救急活動についてでありますが、

まず二次救急医療機関の受け入れの悪化

につきましては、今や国レベルの課題で

ありまして、本市におきましても一部現

実的なものとなっております。このこと

について、消防としてどのように対応し

ているのかというご質問でございますが、

ご存じのとおり、この救急医療体制は消

防行政の力だけで確立されるものでは決

してございませんで、法律や制度、都道

府県の保健医療計画により策定されてい

るものでございます。

　そのような中で、消防といたしまして

は、緊急医療情報システムの有効な活用

はもとより、現場救急隊が医療機関に対

し、直接受け入れ要請を行うなど、時間

の短縮に努めているところであります。

　また、大阪府や二次医療圏の医師会と

の各種研修会、協議会に積極的に参加し、

医師会との連携保持に一定対処している

ところでございます。

○山本善信委員長　水田課長。

○水田予防課長　それでは、予防課に関

するご質問にお答えいたします。

　予防課は現在２事業、予防活動推進事

業、危険物規制事業を所管しております

が、この２事業ともほとんどが事務執行

経費でありますので、ここ何年かほとん

ど同額の予算となっております。

　しかし、ご存じのとおり、現在住宅用

火災警報器の設置に向けての取り組みが

最優先であると考えております。そのた

めにも、今後とも啓発に全力を傾注して

まいりたいと考えております。

　また、防火対象物及び危険物施設への

立ち入り等による指導並びに違反の是正

に今後とも努力してまいりたいと考えま

す。この変化の激しい現在の社会情勢に

おくれないよう、また、違反是正等を的

確にこなすためにも課員への教育派遣等

も必要と考え、積極的に推進してまいり

たいと考えております。

○山本善信委員長　稲田消防長。

○稲田消防長　市民の安全と安心を確保

する消防業務の視点から、今消防が抱え

る課題につきましてご答弁を申し上げた

いと思います。

　近年、災害や事故の大規模化、市民ニー

ズの多様化、社会環境の変化等によりま

して、消防を取り巻く環境は大きく変化

をいたしております。さきの本会議にお

きまして、多くのご質問をちょうだいい

たしました。その１つは、消防の広域化

についてであります。

　大阪府は先般、平成２０年１月末に消

防広域化推進計画案を提示いたしました。

府下６つのブロックとなりまして、本市

は北摂地域７市３町で構成されましたわ

けであります。このことは平成２４年度

をめどに対象市町によります協議会によ

りまして、議論が進められることになり

ます。市民にとりまして、決してサービ

スの低下につながらないよう、慎重に協

議を進める必要があるものと考えており

ます。

　２つ目は、先ほど答弁にもありました

とおり、救急搬送の現状についてであり

ます。

　近年の急激な高齢化社会の進展を初め、

市民意識の変化や医療技術の高度化に伴

いまして、救急需要は年々ふえる傾向に

ございます。このうち軽度の傷病者は全

体の約６２％を占める結果ともなってお

りまして、このことが重篤な傷病者の迅

速な搬送を困難にする結果にもつながっ

ておるというふうに考えております。
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　救急車の適正な利用につきまして、今

後細かく啓発してまいらなければならな

いと考えております。

　このほか、平成２３年度に向けました

消防無線のデジタル化に伴う指令台整備

計画や消防車両の更新計画、住宅用火災

警報器の平成２３年度設置の義務化や消

防団の活性化計画など、課題は山積をい

たしておりますが、人づくり、物づくり、

事づくりに向け、しっかりと取り組まな

ければならないと思います。合わせて議

会の議員皆さんの一層のご理解とご協力

を賜りますようお願いを申し上げる次第

でございます。

○山本善信委員長　三宅委員。

○三宅委員　若干複雑な質問になりまし

たかと思いますが、ご答弁いただきまし

てありがとうございました。

　人事の研修体制と報酬審議会の件でご

ざいますけれども、昨今情報といいます

ものは多様化と多量化が問題となってお

るような感もします。これについてどの

ような対応ができるかが、今後の重要な

人材育成の課題となってこようかと思い

ます。

　さきの情報政策の方よりもご答弁がご

ざいましたように、セキュリティの問題

とあわせまして、これは人材育成に関す

る今後の重要な指標となり得ると考えて

おります。その点を十分の考慮いただき、

今後の計画策定等に当たっていただけれ

ばと思います。

　また、昨日マスコミ報道で大阪府の橋

下知事が朝礼を行っておるというニュー

スがございました。朝礼ではございませ

んけれども、午前中の始業のころあいに、

本日の達成しなければならない目標であ

るとか、達成すべき目標、例えば５時１

５分にきっかり終わるであるとか、そう

いったテーマを所属長、課長なり部長が

通達、皆に指示を出してそれに向けて皆

が協力、一致団結して仕事に取り組むと

いうような方策も団結を深めるという点

では考えられるような感もいたします。

そういった点もご検討くださればと思い

ます。

　次に、広報体制でございますが、それ

ぞれにおきまして一定前向きな進行があ

るというご答弁をいただきました。

　広報につきましては、言ってすぐに変

わるものではないとこちらも認識をして

おりますので、しっかり計画を立てた上

で、市民のニーズ、利便性、これらに資

する制度づくりをお願いいたしたいと存

じます。

　そして情報政策ご所管のセキュリティ

面の変化や電子自治体推進協議会の項目

でございますが、やはり摂津市と他市と

の意見の違い等があるとのことでござい

ました。

　今後、電子自治体が進んでいくにおき

ましては、やはり回線のぐあいであると

か、インストールソフトの違いであると

か、そういった点からもいろいろな意見

の違いが出てこようかと思いますけれど

も、本市として主張するべきところは主

張し、取り入れるべきところは取り入れ、

もって市民ニーズに資する制度づくりに

向かっていただきたいと考えております。

　次に、女性政策課におきましても、先

ほど他課との連携という内容のご答弁が

ございました。さまざまな点から意見を

収集し、それを活用する必要があると考

えますので、その点よろしくお願いいた

します。

　そして、消防でございますけれども、

ヘリコプターに関しまして訓練や広報等、

また正雀火災においては実際に出動があっ

たということをただいま把握いたしまし

た。
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　今後、こういった消防ヘリ、あるいは

関係は別になりますけれども、ドクター

ヘリ等、そういった迅速さの観点からも

さまざまなニーズが出てこようかと思い

ますので、そういった点からもご検討く

だされば幸いでございます。

　次に、緊急情報システムでございます

が、府の医療情報システムとはまた別問

題ということでございます。

　これにつきましては、それを了解いた

しまして、救急搬送につきまして悪化中

であると。本市でもさまざまな課題が山

積しておるとの答弁でございました。

　やはり消防につきましては、昨今非常

に厳しい現状をさまざまなマスメディア

が伝えております。これは本市だけで解

決する問題ではございませんので、副市

長や市長がさまざまな場において他市と

の連携等を考慮していただきたいと考え

ております。

　そして、法人税の構造につきましてご

説明をいただきました。この税構造をか

んがみますと、上位にひどく依存してお

る現状は把握できたかと思います。

　ごく最近の話でございますが、日清食

品が１０月をもって本社機能を東京に移

転させるというニュースがございました。

仮に本市でも同様の事例が起こりますと、

これは非常にダメージを受けるのではな

いかという感じもございます。

　そこで、本市は法人税への依存が他市

より若干高いということでございますの

で、常々、副市長がおっしゃいますよう

な都市としての総合力、これが非常に重

要かと考えます。個人市民と法人市民と

いう観点から申し上げますと、例えば、

個人でありますと、大阪市が行っておる

新婚世帯への補助でありますとか、池田

市が行っております子育て支援策等、見

習うべき施策もあろうかと思います。ま

たそれに例えば企業が協力くだされば、

都市としてのイメージが上がり、結果、

都市としての総合力も向上しようかと考

えます。この点、副市長から何かアイデ

ア等ございましたら一言お願いしたいと

存じます。

　そして、ただいま管理職の皆様よりこ

れまでの経験等から今後の課題へのお話

をいただきましたが、これをお伺いいた

しましたのは、その方しか把握できてい

ない、もしくはその方が経験の上で積ん

だものがあるというふうな点から、それ

をここで皆様に共有していただきたいか

らの思いでございます。

　若干、この場で発言するということは

不適切であるかもしれませんけれども、

それをご承知の上、ご理解をいただきた

く存じます。

○山本善信委員長　副市長。

○小野副市長　都市の総合力と申し上げ

まして、基本的には新総計の中で山口参

事が言いましたように、絵にかいたもち

になってはならないと。財政、政策との

一致が必要だということを強く意識をし

た形になりたいと思っております。

　今言われました、確かに本会議で申し

上げましたんですが、間接福祉から直接

福祉という流れがあることは事実であり

ます。例えば、出生率は日本はまだ１．

４だったと思うんですが、フランスは２．

０まで回復したと。何をしたかといえば、

聞き及んでおるのは子育て世帯に対して、

思い切った現金給付をしているというこ

とで、上がったとか。スウェーデンなん

かは思い切った育児休暇、父母ともに例

えば６０日でしたか、８０日を与えて、

なおかつ上限は３６０日、合計４４０日

の育児休暇を与える。そのうちの８割ま

では有給であると。しかも女性が職場復

帰したら何の不利益も受けないで、その
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状況で復帰ができるとか、それでスウェー

デンは１．７に上がったとかということ

もありますから、私はこれは市で行える

ものというのは限りがあるのではないか

という気がしてなりません。

　今回、国なり府なりが１つのきちっと

した国としての少子社会をどうとらまえ

て、きちっと出してくるかと。そこに国、

府との補助の関係内で市がどう動けるか

ということが大事ではなかろうかという

ことが気になっております。確かに大阪

市の場合には、新婚世帯家賃補助等あり

ます。ただ新婚世帯が、それも摂津の場

合は以前から一定資産力を持たれた場合

は外に出られるという傾向が今も続いて

いるとするならば、子育て世帯でそうい

うものを家賃補助をしたときに、一定の

資産力を持ったときにまた、山が恋しい、

川がということになったときに、茨木市、

吹田市等々に出ていかれるということも

あるわけでございますから、これは経常

経費との点から見まして、検討はしてま

いりますが、慎重にやらないといわゆる

ばらまき福祉の形にもなりかねないとい

うように思います。

　したがって、そういうことの中で、今

回、全国市長会が求めておるのは参考に

なると思うんですが、平成２０年度予算

で、次世代育成支援対策施設整備交付金

を平成２０年度予算で１３７億出したと

いうことでございます。これが総額を確

実に確保しなさいということと、地域の

実態と利用者のニーズを踏まえて、厚労

省、文科省、内閣府に対して全国市長会

が平成２０年度に出してまいります。

　もう一つは、全国市長会が言っておる

のは、保護者の子育て支援手当、保護者

の出産育児、１６歳以上の子どもの教育

資金の借入返済等についての税制上の優

遇措置をぜひとも講じられたいと。こう

いうことも出してまいります。

　これは流れ的には厚労省が平成１９年

１２月に子どもと家庭を応援する日本重

点戦略ということを踏まえて、子育て支

援に関する事業法を検討していくと、そ

ういうことであるならば、全国市長会と

してはそういうことをきちっとやってほ

しいと。私はそういう国に対する形も非

常に大事ではないか。やはり国が責任を

持って、まず日本の少子施策をどう位置

づけをするか。その戦略があって、市町

村がある。市町村にできることはこの状

況の中では限りがあるのではないかとい

うことを思っております。

　それからもう一つは、検討するように

言っておりますが、隣の市では企業立地

促進条例をつくりました。それで、隣の

市はご存じのように、多くの企業が抜け

ております。そういったことに危機感が

ありまして、その企業立地支援委員会、

これは各部長が入っておるんですが、こ

れで企業回りをして、設備投資をした場

合は一定の５年間なら５年間、２分の１

の固定資産税を減免しましょうとか、土

地を取得した場合については一定しましょ

うとか、相当頑張っている経過もござい

ます。

　したがいまして、私ども一定それは限

りはありますが、いいまち並み形成も含

めまして、その税目をいかに上げられる

かということは他市に、たまたま隣の市

にいい例がありますので、そういったこ

とも含めて今検討させておりますけども、

こういうことができるのであれば、そう

いう優良企業を立地し、そこに働く雇用

を生み出すということでの検討をしよう

ということで、そういうことを考えてお

りますので、そういうことがまとまり次

第、関連して議会にもお知らせをし、ご

議論賜りたいということを思っていると
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ころでございます。

○山本善信委員長　他にありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○山本善信委員長　以上で質疑を終わり

ます。

　暫時休憩します。

（午後１時５７分　休憩）

（午後２時　　　　再開）

○山本善信委員長　再開します。

　議案第２８号の審査を行います。

　補足説明を求めます。

　稲田消防長。

○稲田消防長　議案第２８号、摂津市消

防団条例制定の件につきまして、補足説

明を申し上げます。

　今回の改正は、昭和６１年以降、これ

まで据え置きでありました消防団員の費

用弁償を改定するとともに、現行条例で

規定しております消防団員の任用を含む、

その他身分的取り扱いに関する事項につ

きまして、条文の整備と字句の整理を行

い、国が定める消防団員の定員、任命、

給与、服務等に関する条例準則に準拠し、

本条例の全部を改正するものでございま

す。

　それでは、改正の内容につきましてご

説明申し上げます。

　第１条は、本条例の趣旨を定めるもの

で、消防組織法を受けて、本条例で規定

すべき事項等を明確にするものでござい

ます。

　第２条及び第３条は、消防団の設置名

称及び定員等を規定するものでございま

す。第４条は、消防団員を任命する場合

の基準を規定するものでございます。

　第５条は、消防団員となることができ

ない欠格事項を規定するものでございま

す。

　第６条及び第７条は、消防団員の分限

及び懲戒について規定するものでござい

ます。

　第８条から第１１条は、服務に関する

条項につきまして、条文を整備するもの

でございます。

　第１２条は、消防団員に対する報酬に

関しては本市特別職の職員で非常勤のも

のの報酬及び費用弁償に関する条例の規

定により支給することとするものでござ

います。

　第１３条第１項は、火災出動等に係る

費用弁償を規定するもので、近隣各市町

の現状や昭和６１年以降、改定がなされ

ていないこと等を考慮し、費用弁償の対

象となる出動等の区分と額をそれぞれ改

正するものでございます。

　額につきましては、火災の場合、現行

２，０００円を３，０００円に、災害の

場合１，６００円を３，０００円に、警

戒及び訓練の場合１，３００円を２，０

００円にそれぞれ改めるものでございま

す。

　同条第２項は、支払いの方法等につい

て規定するものでございます。附則とい

たしまして、この条例は平成２０年４月

１日から施行するものでございます。

　以上、議案第２８号の補足説明とさせ

ていただきます。

○山本善信委員長　説明が終わり、質疑

に入ります。

　村上委員。

○村上委員　今回、消防団条例を制定さ

れるということで、主に消防団員さんの

費用弁償の額の改定と条文の整備という

ことでお聞きしました。

　その中で、現在の条例と比較いたしま

して３点ばかりお聞きしたいと思います。

　まず１点目は、第２条、今回改正をさ

れようとしております２条のところで摂

津市に消防団を設置するということが記

載をされておるんですけども、今の条例
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におきましては、この消防団を摂津市消

防本部内に置くということが記載をされ

ております。その分が今回のところには

ないということですので、その辺で消防

団を設置するというものの、場所の指定

についてどうお考えなのかということで

１点目お聞きしたいと思います。

　消防団のことで、現在の条例におきま

しては、第１条第２項のところで消防団

員を統括する必要上、これを４地区に分

割することができるということに記載を

されておりまして、現実的に４地区で考

えておられると思っておるんですけども、

その中で特に新しい制定されようとして

おります消防団員の定員が３６０以内と

いうことであるんですけども、この中で

現実４地区、それぞれで、ある程度消防

団員を確保されておられると思うんです

けども、この４地区分割するということ

が今回のところではないということです

ので、その辺で市全体としての消防団員

を確保ということになるのかなというこ

とで、ある意味でそれぞれ安威川以南、

以北というような形、場所場所で若干の

人数の偏りというのは考えられるのでは

ないかという懸念がされましたので、お

聞きいたしました。

　３点目は、消防団長の任命の件で、現

在の条例では消防団の推薦により市長が

これを任命しということで書いてあるん

ですけども、今回の新しいものにつきま

しては、消防団長の任命の件が記載され

ていないように思われますので、この辺

はどう考えておられるのか、この３点を

お聞きしたいと思います。

○山本善信委員長　明原参事。

○明原総務課参事　今、村上委員からご

質問のありました３点につきまして、順

を追いましてご答弁させていただきます。

　まず１点目でございますけども、現行

条例では、消防団本部の設置について規

定しておったが、新条例では本部の場所

の規定については抜けているのではない

かと。どういうことですかというお話な

んですけども、これにつきましては、先

ほど消防長の補足説明の方でもありまし

たけども、まず消防組織法を受けまして、

条例で定めるべき事項は条例で定めると。

規則で定めるべき事項は規則で定めると。

それ以外のものについては、規定等で定

めていくというような改正手法をとらせ

ていただいています。その結果、条項の

構成にまで及ぶために全部改正したとい

うのが本筋でございまして、具体的に申

しますと、旧条例の消防団本部の設置に

つきましては、第１条消防団を設置し、

消防団本部を摂津市消防本部内に置くと

いうことで規定しております。新条例で

は、消防団の設置のみを書いておりまし

て、この本部の設置につきましては、こ

れは摂津市消防団の組織等に関する規則

というのがございますけども、これを合

わせて４月１日で改正を予定しておりま

して、こちらの方で本部の設置は同じよ

うな表記の方法になりますけども、摂津

市消防本部内に置くというような規定を

してまいります。

　続きまして、第２点目でございますけ

ども、現行条例でこれは第１条第２項に

なりますが、統括する必要上、これは４

地区に分割すると。この内容につきまし

ては、新条例では定めておりません。こ

れにつきましても地区の分割につきまし

ては、消防団組織の問題ということで先

ほど申し上げました摂津市消防団の組織

等に関する規則、これを一部改正いたし

まして、同じような表現で規定していき

たいと思っております。

　そこで、問題でご指摘いただいており

ます分割しない場合は全体での３６０名

－
40
－



になるんですかというご質問なんですが、

引き続き分団の方には従前から慣例的な

定数を定めておりまして、その慣例的な

定数に基づきましての配置をお願いして

おります。また分団長も十分承知してい

ただいておりますので、現在と同じよう

な方向で配置はできるものと考えており

ます。

　続きまして、３つ目のご質問でござい

ますが、消防団長の任命のお話です。旧

条例の第３条になろうかと思いますが、

消防団の推薦により市長が団長を任命す

るということで、新条例では消防組織法

第２２条の規定により任命するというこ

とで書かせていただいております。

　消防組織法第２２条の中身を紹介させ

ていただきますと、消防団長は消防団の

推薦に基づき市町村長が任命し、消防団

団長以外の消防団員は市町村長の承認を

得て消防団長が任命するということで、

法律に規定をしておりますので、条例で

は割愛させていただいているという内容

になっております。

○山本善信委員長　村上委員。

○村上委員　ご答弁ありがとうございま

す。そういった先ほどご答弁があった中

で、今回条例から規則へ移行されるよう

な文面もありますよということですので、

大枠的には変わりませんというお話でし

た。そういったのはしっかりとやっていっ

ていただきたいと思います。

　それと一点、要望としてお願いしたい

んですが、費用弁償の改定で、火災なり

警戒なり訓練という形での費用弁償が改

定されましたということでございます。

そういった中で、この訓練におきまして

も１，３００円から２，０００円に改定

されたということもございますので、そ

の辺で要望として聞いていただければと

思います。

　その要望といいますのは、小学校区単

位で防災訓練等々があるかと思うんです

けども、その際に、当初打ち合わせ等々

から地元の消防団員の方々からのお知恵、

経験というものも含めて訓練が反映でき

るようなことでの出席みたいな形ででき

ればなと思っておりますので、それはま

た検討していただければと思います。

○山本善信委員長　三好委員。

○三好委員　上程されております議案第

２８号について質問したいと思うんです

が、まず中身に移る前に、今の村上委員

の質問をされた状況で、これから規則に

基づいて定義をしていくという部分につ

いて、今審査しているのは新旧の条例で

審査をさせていただいているんです。そ

の中で旧条例で、現行条例の中で、条文

を削除した部分が規則にいくならば、こ

の場所においてまず規則を提示いただき

たい。

　委員長、そういったご提案をさせてい

ただいて、今、我々いただいているのは

条例の現行から改正案について参考資料

として、それもきょういただいた状況で

ございまして、まず規則に変更されてい

るんやったら、どこの部分がどういうふ

うに規則に変更されているのか。それが

ないと次から仮に私が質問していったら、

その条文によっては規則に移行しており

ますと言われて審議ができないと思いま

すので、委員長の方でまず整理をしてい

ただいた中で、次に私は質問したいと思

います。

○山本善信委員長　暫時休憩します。

（午後２時１２分　休憩）

（午後２時５７分　再開）

○山本善信委員長　再開します。

　明原参事。

○明原総務課参事　それでは、消防組織

法に定められております項目のうち、条
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例で定めるべき事項、また規則で定める

べき事項についてご説明申し上げます。

　まず、消防組織法におきまして、条例

で定めるべき事項につきましては、消防

団の設置、消防団の名称、消防団の区域、

消防団の定員、消防団の任用、消防団の

給与、消防団の分限、消防団の懲戒、消

防団の服務、消防団の公務災害及び消防

団員の退職報償金でございます。

　一方、規則で定めるべき事項とされて

おりますのは、消防団の組織、消防団員

の階級、訓練、礼式、服制、これについ

ては規則で定めるべきものとされており

ます。

　それぞれの項目のうち、現行条例及び

改正条例の構成で条文を追って記載して

いる位置について説明申し上げます。

　まず、消防団の設置でございますが、

現行条例の第１条で書いておりますもの

を改正条例では、第２条第１項に規定し

ております。

　なお、現行条例の第１条のうち、消防

団本部の位置及び４地区の分割につきま

しては、規則の方に規定をしております。

　次に、消防団の名称でございますが、

現行条例の第１条に規定しております分

を改正条例の第２条第２項に規定してお

ります。

　次に、消防団の区域でございますが、

これは現行条例には規定されておりませ

んでして、改正条例では第２条第２項に

規定をしております。

　続いて、消防団員の定員でございます。

こちらは現行条例第４条に規定しており

ました分を改正条例では第３条に規定し

ております。

　続いて、消防団員の任用でございます

が、現行条例第３条に規定しておりまし

たものを内容を同じくして改正条例第４

条及び第５条に規定いたしました。

　続いて、消防団員の給与でございます

が、現行条例につきましては、第１２条

に規定しておりました分を改正条例では

第１２条から第１３条に規定をしており

ます。及び本市の特別職の職員で非常勤

のものの費用弁償を定める条例にも規定

しております。

　続きまして、消防団員の分限でござい

ますが、現行条例では規定しておりませ

んでした分ですが、改正条例では第６条

に規定いたしました。

　続いて、消防団員の懲戒でございます。

現行条例第１０条に規定しておりました

分を改正条例第７条に規定いたしました。

　続いて、消防団員の服務でございます

が、これは内容を一部文言等の修正を行っ

ていますが、現行条例第６条から第９条

に規定をしておりました分を改正条例第

８条から第１１条に規定いたしました。

　続いて、消防団員の公務災害でござい

ますが、これにつきましては摂津市消防

団員等公務災害補償条例の方に規定して

おります。

　最後に消防団員の退職報償金でござい

ますが、こちらにつきましては、摂津市

非常勤消防団員に係る退職報償金の支給

に関する条例、こちらの方に規定してお

ります。

　以上、改正条例の構成でございます。

○山本善信委員長　三好委員。

○三好委員　どうもありがとうございま

す。上位法令に基づいて、本会議に条例

改正がされ、そして規則の方に移管した

り、それぞれの条例に分散したというや

つはわかりました。

　今上程されている議案第２８号につい

て質問させていただきたいのですが、第

４条で消防団に任命する３項に基づく内

容が書かれております。その第４条の第

１項１号につきまして、市内に居住する
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もの、または市内の事務所、もしくは事

務所に勤務するもの、年齢１８歳以上の

もの、そして健康である方々という第４

条で任命する条件が入っておりますが、

第７条で懲戒のところで、１項１号、消

防に関する法令または条例もしくは規則

に違反した場合という条文が記載されて

おりますが、私は消防団の任命に関して

は、３項目以外に最低、この法律を守ら

なければならないということであったら、

危険物の第４類等々、資格条件の中に入

れるべきではないかなというのが、要は

油火災の場合にどういった消火方法がい

いのかというのは、一般常識で教育はさ

れていると思いますが、よりそういう精

度を上げていくためにも、この第７条に

消防団に違反させてはならないというよ

うな観点から、そういったところも入れ

てはどうかなというような感じがいたし

ている次第でございますが、その辺につ

いてお聞かせいただきたいと思います。

　もう一点だけ、第５条の関連で、第５

条につきましては、これは新入団、要は

団員として認めた場合に、１項の４号に

わたってこういう条文がなされるんです

が、あと第６条の２項の中にいずれかに

該当するに至ったとき、その身分を失う

という条文が入っているんですが、この

場合に青年後見人、または被補佐人の関

係で、団員の途中でこういった病になっ

た場合にどういった判断基準を持たれて

いくのかというのが気になります。この

２点についてご答弁いただきたいと思い

ます。

○山本善信委員長　明原参事。

○明原総務課参事　ただいまお問いの２

点についてご答弁申し上げます。

　まず１点目でございますけども、団員

の任用の基準の中で例えば危険物の資格

であるとか、そういうのを盛り込んでいっ

てはどうかというお問いであったと思い

ます。

　まず、新入消防団員さんに対する教養

講座につきましては、４月にまず任命式

のときに教養講座を、これは数時間でご

ざいますけども、実施いたします。次に、

５月に三島地域での主催になりますが、

消防学校の教官を招聘いたしまして、初

任消防団教養訓練を実施いたします。ま

た、消防団員さんが班長以上の幹部に昇

進された際にも、同じくこの５月の訓練

ですが、幹部消防団員教養訓練と称して

訓練を実施しております。

　一方、分団長さんにつきましては、消

防団本部が毎年テーマを定めまして、こ

れは夏場に行うのが通例になっておりま

すが、幹部研修会を実施しまして、その

研修成果を所属団員さんの方に持ってか

えってもらうという制度を実施しており

ます。

　一般法令の遵守という話になるんです

けども、そちらについては特に社会的な

事故とか、事件、それらが発生した際に

は必要に応じまして消防団長から文書で

法令の遵守について、特に徹底の文書を

持って発するようにしております。お問

いの入団時の資格という面なんですけど

も、現在はそういった資格についての配

慮はいたしておりませんのが現状でござ

います。

　いずれにいたしましても、こういった

法令遵守とか、研修の徹底については分

団長を通してやっていっているというの

が現状でございます。

　続いて、第５条の関係になりますが、

５条で欠格条項を定めまして、６条で分

限要件を示しておりますが、消防団の健

康状態の管理とかも含めまして、欠格条

項のチェックはどうしているんやという

お問いだったと思います。
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　消防団員の特に健康診断につきまして

は、７割以上の団員さんが被雇用者だと

いう観点から、この方については各職場

で、就業の職場で健康診断を受けていた

だいているというふうに解しておりまし

て、消防団本部の方からはこの結果の追

跡と、残り３割程度の自衛消防団員さん

の健康診断の受診、実施状況については

把握していないのが現状でございます。

　過去に消防団員さんに対しまして、市

民健康診断の実施ということで、促進を

促すような通知を行ったことがございま

すが、平成２０年度には医療制度の変更

によりまして、市民健康診断の制度が変

更されるということも聞いておりますし、

消防団員に対しましても、市の特定健診、

健康診断について周知をしていきたいと

考えております。

　また、今回特に条例で定めております

消防団員の分限、また懲戒の基準の事項

につきましては、副団長、分団長と情報

を共有しまして、情報の共有に努めてま

いりたいと考えております。

　消防団員に対する情報の提供とか、周

知の方法といたしましては、この３月に

消防団員に対するメールシステム、携帯

の一斉メールの仕組みをつくりましたの

で、こちらも活用していけたらと考えて

おります。

○山本善信委員長　ほかにございません

か。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○山本善信委員長　以上で質疑を終わり

ます。

　暫時休憩します。

（午後３時　９分　休憩）

（午後３時１１分　再開）

○山本善信委員長　再開します。

　議案第２９号の審査を行います。

　補足説明を求めます。

　杉浦局長。

○杉浦選挙管理委員会事務局長　議案第

２９号、摂津市の議会議員及び長の選挙

における選挙運動用自動車の使用の公営

に関する条例の一部を改正する条例制定

の件につきまして、補足説明をさせてい

ただきます。

　今回の議案は、平成１９年３月２２日

施行の公職選挙法の改正に伴い改正をい

たすものでございます。

　まず、題名を「摂津市の議会議員及び

長の選挙における選挙運動用自動車の使

用の公営に関する条例」から、「摂津市

議会議員及び摂津市長の選挙における選

挙運動の公費負担に関する条例」に改め

ますが、これは公職選挙法の改正により

条例で定めることにより公費負担のでき

ることとなりました市長の選挙における

選挙運動用ビラの公費負担の規定を加え

るとともに、同様に公費負担を定めてい

る既存の摂津市の議会議員及び長の選挙

における選挙運動用ポスターの作成の公

営に関する条例を取り込み、一本化する

ものでございます。

　第１条では、本条例の趣旨をうたって

おり、選挙運動用の自動車やポスターの

公費負担に加え、選挙運動用のビラにつ

いても公費負担できる旨を規定したもの

でございます。

　第２条から第５条では、選挙運動用自

動車の公費負担について、文言整理をさ

せていただくもので、公費負担の手続、

金額等の内容については変更はございま

せん。

　第６条から第８条では、公職選挙法の

改正による選挙運動用ビラの作成の公費

負担について、追加規定をしたものでご

ざいます。

　選挙運動用ビラの作成の公費負担は市

長の選挙のみにおいて、２種類１万６，
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０００枚の範囲内でできることとなって

おります。また、単価につきましては、

１枚当たり７円３０銭でございます。

　第９条から第１１条では、既存の選挙

運動用ポスターの作成の公営に関する条

例で定められているポスター作成の公費

負担について規定したもので、公費負担

の手続、金額等については今までと変更

はございません。

　第１２条と第１３条につきましては、

条項の変更と一部問題の整理をさせてい

ただいておりますが、内容の変更はござ

いません。

　附則では、第１項と第２項の施行期日

等につきましては、この条例は公布の日

から施行するもので、施行の日以後に告

示をして行われる選挙から適用をするも

のでございます。

　第３項では、選挙運動用ポスターの作

成の公営に関する条例の内容が本条例に

含まれることから、廃止をするものでご

ざいます。

　第４項及び第５項は、本条例で文言の

整備を図ったことに伴い、既存のポスター

掲示場設置に関する条例と選挙公報発行

に関する条例においても、文言の統一と

整備を図るものでございます。

　以上、提案内容の補足説明とさせてい

ただきます。

○山本善信委員長　説明が終わり、質疑

に入ります。

　野口委員。

○野口委員　今回、秋の市長選挙に向け

て、マニフェストに関する資料について

一部公費助成を拡大するということであ

ります。他市の実施状況を１回参考にお

聞かせいただきたいのが１つです。

　もう一つ、先ほどの一般会計の質疑の

中で説明がありまして、同じご答弁なの

かもわかりませんけども、もう一度、マ

ニフェストの仕様も含めてどういう制限

がかかるのか。一度ご説明をいただきた

いと思います。

○山本善信委員長　豊田参事。

○豊田選挙管理委員会事務局参事　まず

１点目の他市の実施状況でございますけ

ども、この近隣で言いますと、去年の統

一地方選でございました市長選挙が行わ

れたところに関しましては、その時期に

合わせて、また茨木市、今度この４月に

市長選挙が行われるわけなんですけども、

その補正予算に合わせた時期に、この条

例について同様な形で変更をなされてい

るということでございます。

　次に、仕様の内容についてでございま

すけども、先ほど説明させていただいた

ところなんですが、ビラの大きさについ

ては長さで２９．７、幅２１センチ、こ

れにつきましては、Ａ４版の大きさにな

ります。これの１枚もの、ビラという形

になっておりますので、１枚でＡ４の大

きさの形状となっております。

　次に、ビラの表面には、必ず頒布責任

者、これと印刷者の氏名及び住所、これ

を記載しなければならないこととなって

おります。これがもし印刷者が法人であ

りましたらその名称という形になってお

ります。

　それと、あと３点目に、この当該選挙、

今度市長選になるわけなんですけども、

市長選においては摂津市の選挙管理委員

会が行うわけであって、その選挙管理委

員会が交付する証紙を張っていただかな

ければ頒布することができないというこ

とになっております。

　内容につきましては、特段制限がない

ということでございます。

○山本善信委員長　野口委員。

○野口委員　２点目の件ですけども、そ

うしますと、実際つくった時点での使い
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方、大まかには想像はつくわけでありま

すけども、選挙事務所だとか、演説会場

だとか、新聞折り込みだとか、候補者の

音が聞こえる範囲だとか、いろんな配布

の条件もあろうかと思いますけども、そ

れをもうちょっと詳しくご説明お願いし

ます。

○山本善信委員長　豊田参事。

○豊田選挙管理委員会事務局参事　ご質

問の趣旨は、頒布の方法という形と考え

まして、ご答弁させていただきたいと思

います。これにつきましても、公職選挙

法の改正の中にございまして、方法とし

ましては、新聞折り込みによる頒布、こ

れにつきましては、通常の一般紙の新聞

折り込みの方法という形での方法という

ことでございます。

　次に、選挙事務所内における頒布、選

挙事務所の中で訪れた方が自由にお持ち

帰りができるという方法によるは頒布が

できることになっております。

　次に、個人演説会の会場内における頒

布ができることとなっております。これ

につきましても、個人演説会の会場内に

おいて、これは会場内の聴衆に、来られ

た方に対して頒布することができるとい

うことでございます。

　最後に、街頭演説の場所における頒布

というのがあります。これにつきまして

は、街頭演説する場所において、その聞

いておられる方に頒布できるような形に

なるということでございます。

○山本善信委員長　野口委員。

○野口委員　もう一つ、今、個人演説会

とおっしゃいましたけども、例えば、政

治団体として、例えば何々会とか選挙し

ますけど、そういう団体の演説会、例え

ば政党で言ったら、政党の演説会、個人

ではなくて、そういう場合はどうなりま

すかね。

○山本善信委員長　豊田参事。

○豊田選挙管理委員会事務局参事　これ

につきましては、これも法の規定に基づ

いておりまして、公職の候補者が行う個

人演説会の会場内においてということで

なされておりますので、その範疇である

と考えております。

○山本善信委員長　ほかにございません

か。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○山本善信委員長　以上で質疑を終わり

ます。

　暫時休憩します。

（午後３時２０分　休憩）

（午後３時２１分　再開）

○山本善信委員長　再開します。

　議案第５号の審査を行います。

　本件については、補足説明を省略し、

質疑に入ります。

　三好委員。

○三好委員　それでは、２点、確認の意

味でご質問したいと思いますが、１点は

４ページで歳入、財産運用収入の土地貸

付収入６，０２８万８，０００円になり

ますが、何平米で、平米単価幾らぐらい

になっているのか、お聞かせいただきた

いと思います。

　それから、５ページの諸収入につきま

しては、議案第１号並びに議案第１０号

でもいろいろ議論をさせていただきまし

た一般会計への一時貸付金の利息も入っ

ていると思っておりますが、ここでの一

時貸付金の額とそれの利子は幾らぐらい

になっているのか、お聞かせいただきた

いと思っております。

　以上、２点よろしくお願いします。

○山本善信委員長　小原参事。

○小原総務防災課参事　それでは、まず

初めに、土地貸付収入の件についてお答

えいたします。
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　現在、味舌上財産区の方で土地貸付２

件をさせていただいております。場所に

ついては、１つはイズミヤの駐車場でご

ざいます。イズミヤのショッピングセン

ターの駐車場の一部が味舌上の財産区の

土地になっておりまして、金額といたし

ましては、１か月あたり４９０万４，０

００円、平米単価で５１４円、それの１

２か月でございまして、５，８８４万８，

０００円というふうになっております。

　それと、もう１点でございますが、岡

本銘木というところにお貸ししておりま

す。これも味舌上財産区の分でございま

す。これにつきましては、坪単価２，０

００円の６０坪、月で１２万円、それの

１２か月で１４４万円の収入となってお

ります。

　このイズミヤ及び岡本銘木店の土地の

貸し出し収入合わせまして６，０２８万

８，０００円というのが内訳でございま

す。

　続きまして、市への一時貸付につきま

してお答えいたします。平成１７年４月

のペイオフ制度に対応いたしまして、財

産区の財産につきましては、市の方へ一

時お貸しするということで、それぞれの

財産区の代表者の方々で協議いたしまし

て、１７年４月から実施しております。

それぞれの財産区から合わせまして１２

億５，０００万円余りを市の方にお貸し

いたしまして、１年の定期と同じ利率で

すが、０．４％、これでもって財産区の

方の預金利子にさせていただいておりま

す。

　２０年度におきましては、４６２万８，

０００円を試算しております。

○山本善信委員長　三好委員。

○三好委員　財産区の貸付収入でのイズ

ミヤの駐車場、もともとはアサヒビール

パックスがあったときからの経緯の中で

貸し付けをやっているんですが、私が聞

き間違ったかわからないのですが、坪単

価５１４円で貸し出しているんですか。

平米単価ではありませんかね。一方では、

坪単価２，０００円で貸して、これはあ

る程度標準路線価格と貸し出し単価は同

じぐらいなんですが、この点、確認して

おきたいと思っておりますし、万が一こ

の坪単価５１４円ならば、いつから５１

４円で推移しているのかお聞かせいただ

きたいと思っております。考え方によっ

ては、財産区財産、過去の経緯があるか

らこれ以上は運用金としてなかなかしん

どい部分があると思いますけれども、参

考までにお聞かせいただきたいと思って

おります。

　それから、もう１点の今の１２億５，

０００万というのが年間の利息０．４％

で見ていますということで、あくまでも

一時貸付金ですね。これは午前中からい

ろいろ議論してきた行政側としての一時

借入であって、それが長期にわたった分

が三十数日間という部分も多くいただき

ましたが、この財産区の運用もそのたぐ

いという理解をしたらいいんですね。こ

の点について、確認の意味でよろしくお

願いします。

○山本善信委員長　小原参事。

○小原総務防災課参事　イズミヤの駐車

場につきましては、平米単価が５１４円

でございます。１平米が５１４円、それ

の全部で９，５４１平米ございます。そ

れを掛けますと４９０万４，０００円、

それの１２か月ですので。

　ちょっとこれは一方では平米で、一方

は坪となっておりますが、今、イズミヤ

につきましては１０年以上になるんです

が、そのときの地価を参考に算出された

というふうに聞いております。

　ですから、当時と比べましたら現在の
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方が地価は下がっているんですけれども、

その辺のところはそのままにお願いしま

すということで、イズミヤさんの方も出

していただいています。

　現状に合わせれば、もう少し単価は下

がると思いますので、収入はもっと落ち

込むと思うんですが、現状でお願いしま

すということでずっとなっていますので、

それをしていただいていると、見直して

いないということになっております。

　もう一つ、一時貸付金のことにつきま

しては、市の方にいつまでということで

はないですが、安全性、あるいは利息の

ことを考えますと、市にお貸しするのが

いい策ではないかということで、そのよ

うにさせていただいていると。

○山本善信委員長　総務部長。

○奥村総務部長　財産区の部分の一時借

り入れのことなんですが、これは確かに

先ほど小原参事が言いましたように、１

７年４月からペイオフが全面解禁になり

ました。ご存じのようにペイオフ全面解

禁になりますと、もし金融機関が倒産と

いうようなことになれば、１，０００万

までしか保証されない。他の分について

は全然保証されないということになりま

す。

　そのペイオフの以前の分でいきますと、

財産区財産、それぞれ金融機関に定期で

預けておりました。それはペイオフの対

策で先ほど言いましたように、安全性を

考えたときに、あとは１，０００万の定

期預金と残るは当座預金、利息のつかな

い決済性預金となります。そういうこと

になれば、財産区財産の今までの利子収

入は確保されないということが出てきま

す。それで財産区財産のそれぞれ役員の

方とお話させていただきまして、一般会

計の方で資金がショートするときには今

までは金融機関の方から借りておりまし

た。その金融機関で借りますと、当然２

％ぐらいの高利率で借りなければならな

いと。そういうことがありまして、財産

区財産の方で１２億何がしかの金額を一

時借り入れで定期預金の金利を保証して

一時借り入れで借りると。その分、金融

機関からは１２億相当の部分については

借り入れをストップすると、そんな形で

一時借入金利子の軽減に努めたところで

ございます。

　それによって、財産区財産の立場でい

いますと、従前の定期預金の利息だけは

確保できるというようなことで、そうい

う決断をさせていただきました。

○山本善信委員長　三好委員。

○三好委員　至るところの会計で、財政

の苦慮していることは見え隠れして、本

当に努力していただいていることについ

ては、敬意を表したいというように思っ

ております。

　財産区財産での貸付金収入はご案内の

ように、この収入の２０％が一般会計に

繰り出されるということになっておりま

す。その中で１，２０５万８，０００円

が平成２０年度も予算が計上されており

ます。

　言葉をちょっと選ばないといけないの

ですが、げすな見方をすれば、預金利子

で市から払った部分、貸付収入と同じく

収入としてみなして、本来平成２０年度

の収入でざっといけば６，４９０万円と

いう収入と見れば、摂津市に対して２０

％見ると、今の１，２００万よりはもっ

とふえるようになってくるんですけども、

こういった預金利子については２０％と

の枠外になってくるんですかね。これを

最後の質問にしたいんですが、言わんと

していることは、そういった貸付収入で

摂津市が利子も払い、その中でそれを収

入にみなしながら、貸付収入の中で合算
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をした部分で２０％を摂津市に入れてい

ただくというような運用が可能ならば、

持ち出しが非常に減ってくるんですが、

この辺の財政の取り方です。

　もう一つ、これまでそういったペイオ

フ対策も含めてやっていただいているこ

とについては、非常に感謝を申し上げた

いということを一言つけ加えておきたい

と思います。

○山本善信委員長　小原参事。

○小原総務防災課参事　利子収入につき

ましては、そういった方法でできるだけ

市の方に還元できるような形でこれから

も進めていきたいと思っております。

○山本善信委員長　総務部長。

○奥村総務部長　おっしゃることは十分

理解します。土地貸付収入の２０％分を

収入するのか。あるいは利息を含めた分

を含めて２０％収入するのかということ

なんですけども、その以前にもし財産区

財産の資金を活用しなければ、１２億と

いう高い金利をまた金融機関で借りなけ

ればならない。そういう意味から、確か

に利子はお支払いしておりますけれども、

そのお支払い以前に、うちの方の一時借

り入れの利息はかなり軽減できていると

いう部分では、それ以上までに財産区の

方に諸収入をよこしてくださいというの

は、ちょっと言いにくいと思っておりま

す。

　ただ、これも非常に長い歴史があって、

財産区財産、これから長い歴史の中でど

ういうふうに推移していくのかというの

は、非常に悩ましい問題がございます。

財産区財産という過去の歴史を引きずり

ながら、各役員さんが財産管理という部

分では、そこに思い入れが違いますし、

我々といたしましては、１つはこういう

ふうに議会にお諮りしながら、議会に審

議をしていただきながら財産区財産とい

う公会計としての財産区財産、それと各

財産区の方々の意識の部分のずれがあり

ますので、そこは当然、私どもの方が諸

収入を手に突っ込むようなことがありま

したら、また市との信頼関係も失ってし

まうのではないか。いずれにいたしまし

ても、一時借入利子のところでは、むし

ろ私どもの方が恩恵をこうむっていると

いう理解で運用をしております。

○山本善信委員長　ほかにございません

か。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○山本善信委員長　以上で質疑を終わり

ます。

　暫時休憩します。

（午後３時３６分　休憩）

（午後３時３７分　再開）

○山本善信委員長　再開します。

　次に、議案第３６号の審査を行います。

　本件については、補足説明を省略し、

質疑に入ります。

　三好委員。

○三好委員　第５条の中で、第５条１項

第１号の中での「公共用その他の公益上

の目的のために使用させるとき」という

条文の中で、公共用というのはその部分

はわかるんですが、その他の公益上とい

う文言と、それから１項の第４号の「前

３号に掲げる場合のほか、公益上の必要

に基づき」という部分の公益上という部

分の判断基準というのは、どこの規則を

もって判断していくのか、お聞かせいた

だきたいと思います。

○山本善信委員長　杉本次長。

○杉本総務部次長　本条例につきまして

は、行政財産の使用料、目的外使用等に

関する使用料を定めたものでございます

が、財務規則の中の行政財産の目的外使

用いう財務規則１１２条にそういう使用

させる場合の規定がございます。この中
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で４点ほど書いてございますけども、災

害とか、学術調査とか、先ほどこれにも

ありますけど、売店等のそこで働く職員

の厚生施設というのがあるのですけども、

あとその４項の方にその他市長が特に必

要があるときというふうに定められてお

ります。

　行政財産の特に目的外使用については

非常にこれは判例等もございまして、さ

まざまな行政上の判断によって市長が判

断するということになっておりますが、

最近は近隣の市でも例えば隣の茨木市な

んかでも以前には組合事務所の立ち退き

問題で最高裁まで行ったという事情、判

例も出ております。さまざまな行政処分

に対する訴訟が提起されたり、逆に住民

訴訟でそういうのが勝つのはおかしいの

じゃないかという基準がございました。

　ですので、一概にどれをもって正しい

という基準というのは、ぎりぎりのとこ

ろでないところはございます。ただ、そ

ういうのを各判例等をよく精査いたしま

して、そういう事例が出た場合には許可

をおろしていくということになるのかな

と考えております。

○山本善信委員長　ほかにございません

か。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○山本善信委員長　以上で質疑を終わり

ます。

　暫時休憩します。

（午後３時４０分　休憩）

（午後３時４１分　再開）

○山本善信委員長　再開します。

　議案第３０号の審査を行います。

　本件については、補足説明を省略し、

質疑に入ります。

　三好委員。

○三好委員　議案第３０号につきまして

は、年次有給休暇が２０日から２５日に

ふえるという解釈をさせていただいてい

るんですが、そういった労働時間の短縮

ということの中で、これまで就業時間、

始業時間の８時４５分から９時までの１

５分間を休息時間にもってきた、過去の

経緯もございます。

　その中で、それともう一方では、年次

有給休暇と別に特別休暇、さらには夏季

休暇もありますが、ここでお聞かせいた

だきたいのが年次有給休暇の２５日が４

月１日から３月３１日までの年度であり

ます。その有給の取得のあり方として、

毎年２５日が４月１日に付与されるわけ

でございますが、３月３０日末をもって、

仮に有給が残った場合は、その有給処分

はどうされるのか。

　最高の有給持ち日数が幾らに制限をさ

れているのか、お聞かせいただきたいと

思います。今の夏季休暇の実態について、

この５日間ふやすために夏季休暇はなく

していくのかということについてお聞か

せいただきたいと思います。

　あと２点、これに関連いたしまして、

今職員の休職者が今何名おられるのか。

　もう１点につきましては、長期で休職

扱いにまではなっていないけども、長期

にわたって休まれている方々について、

どういう状況になっているのか、お聞か

せいただきたいと思っております。

　よろしくお願いします。

○山本善信委員長　山本課長。

○山本人事課長　このたびの条例の一部

改正につきましてご答弁申し上げます。

　現在、年次有給休暇については１月、

１２月で運用させていただいております。

その運用を４月、翌年３月の年度に振り

かえるようにさせていただきたいという

ことでございます。

　具体例を申しますと、新規に職員を採

用いたしますと、４月に採用いたします。
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従前であればそのときに月数で割り落と

しまして、１５日を付与させていただき

ました。このたび新規職員については４

月時点で２０日を付与させていただく条

例改正をお願いするものでございます。

　既存に今在籍しております職員につき

ましては、この１月１日に２０日を付与

いたしております。平成２０年度のみの

経過措置といたしまして、４月時点に５

日を付与いたしまして、来年の３月まで

それを持ち日数として運営をしていただ

くということになります。

　計２５日というのは、平成２０年度限

りの措置でございまして、平成２１年度

から既存の職員、また新規採用する職員

につきましても２０日ということにさせ

ていただくものでございます。

　それと最大に有給を持つ場合でござい

ますが、もしこの１月１日に前年分とし

て最大２０日が繰り越されます。それと

１月１日に２０日を付与しますので、現

在１日も有給を取っていない職員につき

ましては４０日が手元にございます。４

月に５日を付与しますので、最大４５日

ということになります。

　ただ、来年４月に繰り越せますのは、

最大２０日になりますので、それ以後は

最大４０日ということになっていくと思

います。

　３月で定年をお迎えになる方、退職を

お迎えになる方につきまして、有給残に

つきましては、喪失してしまうというよ

うに運用をいたしております。

　参考といたしまして、平成１８年の資

料でございますが、平均取得として１４．

２日というのを摂津市職員として全体と

して有給休暇を取得しております。

　休職者でございますが、現時点は３名

でございます。すべて病気休職でござい

ます。

　長期でお休みになっておられる方、育

児休業等がございますので、その資料は

今持ち合わせていないんですが、その３

名を入れまして病気休暇で１名が約１か

月ぐらい休んでいると思います。その職

員につきましては、本日で病気休暇が切

れますので、お聞きしているところによ

りますと来週明けからご出勤いただけそ

うだということは聞いております。

○山本善信委員長　暫時休憩します。

（午後３時４８分　休憩）

（午後３時５０分　再開）

○山本善信委員長　再開します。

　山本課長。

○山本人事課長　有給の実績につきまし

ては、資料が届き次第ご答弁申し上げま

す。

　夏季休暇につきましては、現在、平成

１９年度は７日を付与いたしております。

このたび年次有給休暇につきましては、

職員の不利益にならないように処理して

おり、経年になりますと付与数は現在と

変更がない状況でございます。

　府下を見ますと、７日以下の団体もご

ざいますので、今後についてはいろいろ

協議があろうかと思いますが、現時点に

つきましては、７日ということでは考え

ておりますが、毎年毎年労働組合とのお

話もございます。その中での決定もござ

いますので、現時点では７日ということ

でのご答弁とさせていただきたいと思い

ます。

○山本善信委員長　三好委員。

○三好委員　年度の改正によって、経過

措置の日にちは今、ご説明いただきまし

てわかりました。

　今、世の中の動きというのが年間総労

働時間をいかに短縮していくかという動

きがありまして、以前にも冒頭話しまし

たように、摂津市として、もともとは始
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業時間を９時にして、就業時間の中に休

憩と休息を入れていき、それを時短に進

むために大前提として８時４５分から９

時までを休息時間に持ってきた過去の経

緯があります。これが今は定着しながら

始業時間を８時４５分という意識の中で、

皆さん方、今来られているというのを見

させていただいていますが、その中で有

給の付与も含めて労働環境が非常に悪化

してきているのが、今の実態ではないか

と思っております。

　それも平成１９年度６月１１日に副市

長から出ております、職員７００名体制

のための各部人員適正化計画作成案につ

いての依頼、これに基づいて今、それぞ

れが今動いているところです。先ほど、

報告いただいたように、年間の有給の付

与が２０日間なのに、平均取得日数が平

均１４．２日になっている。これが本来

ならば付与を与えていく雇用責任がある

わけです。

　そういったことについて、努力もして

いただきたいと思いますし、多分ややも

するとそれぞれが自分が病になったとき

に、ある程度は残有給は残しておかなけ

ればならないという気持ちの中で、有給

の取得を抑えている方もいてるかもわか

りませんが、ただ最高４０日という枠の

中での範囲なんで、１４．２日の平均な

らば、年間に６日ずつ有給をほかしていっ

ている方々がおられるわけです。平均で、

取らずに。

　方や、夏季休暇、平均取得日数までは

聞けませんでしたが、一方では、一般の

民間の企業から見たらややもするとおか

しい部分の夏季休暇があるわけですね。

ただ、私は一方では、職員が一同に休む

夏季休日というのが、夏の連休、５月の

連休というのがないがために、そういう

ふうな分散型の夏季休暇の付与制度になっ

ているというのも承知をしておりますが、

これは今後の課題でいいんですが、年次

有給休暇の中に、そういった夏季休暇も

含まれた中で、より有給取得がしやすい

ように、ただ単に付与していますよと、

名目だけで実態が結局取りづらいという

今の実態になっているのではないかと思っ

ております。

　これは付与する側がやはり十分に配慮

していただかなければならないし、さら

にこういうような取り組みをしたときは、

摂津市の職員は９００名体制の中で取り

組んでまいりました。ところが今は７５

０名体制になっております。その中でど

んどん今度は取りにくくなっているのが、

僕は実態ではないかと思っております。

　だからそういったことの中で、以前に

も言いましたけども、有給取得について

も、計画的な有給取得をいかに職場で定

着をさせるかということが、今後の課題

だと思っております。

　そういったことも含めて、これはまた

職員組合と話してもらったらいいと思い

ますが、そういったより取りやすい職場

環境づくりに努めていただけたらという

ことで要望にしておきたいと思います。

○山本善信委員長　中岡次長。

○中岡市長公室次長　夏季休暇の取得日

数の方がデータとして人事として取って

おりませんので、後ほど取ってお示しさ

せていただきたいと思いますので、よろ

しくお願いいたします。

○山本善信委員長　そういうことでお願

いします。

　ほかにございませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○山本善信委員長　以上で質疑を終わり

ます。

　次に、議案第３１号及び議案第３２号

所管分の審査を行います。
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　本２件については、補足説明を省略し、

質疑に入ります。

　村上委員。

○村上委員　議案第３１号の方で１点だ

けお聞きしたいと思います。

　２ページの第６条の改正の中で、「育

児休業の期間を１００分の１００以下の

換算率により換算して得た」に改めると

いう言葉がございますけども、その前に、

他の職員との均衡上必要があると認めら

れるということが書いてありますけども、

以下ということであれば、１００分の１

００もありますし、１００分の０という

こともありますので、その辺の考え方、

定義というものがあればお聞きしたいと

思います。

○山本善信委員長　山本課長。

○山本人事課長　ご答弁申し上げます。

　従前は、育児休業期間を職務復帰時に

２分の１勤務したというふうに定義して

おりましたが、今回の改正によりまして

１００分の１００以下に換算するという

ことでございます。以下という言葉でご

ざいますが、人事課といたしましては、

次世代育成の観点から基本的には１００

分の１００であろうということで考えて

おります。

　育児休業中、何かやはり職員、懲戒等

に触れるような行為があるかもわかりま

せん。そういう不測の事態が生じたとき

に、本当に１００分の１００でいいのか

という議論が生じると思いますので、そ

ういう不測の事態に備えて「以下」とい

うことを入れておるということでござい

ます。

　これは、大阪府におきましても、また

近隣都市におきましても、また国等から

通知が参っておる準則におきましても、

以下という文言が入っており、それに見

習う形で以下ということにさせていただ

きました。

○山本善信委員長　村上委員。

○村上委員　先ほどお聞きしますと、以

下という言葉を使って特にこういう懲戒

があった場合には何％云々とか、そうい

う定義はないというようなことでもござ

いましたけども、１つ要望ということで

お聞きいただければと思いますので、た

だ、そのときの社会状況、判断される方

という形である程度ぶれがあるというの

はいかがなものかなと思いますので、あ

る程度何らかの定義を定めていく必要が

あるのかなと思いますので、その辺も含

めて、個々人で見たときに、あの人はこ

うだったのに次の人はこうだったなとい

うようにならないようにだけ、お願いし

たいと思いますので、よろしくお願いい

たします。

○山本善信委員長　ほかにございません

か。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○山本善信委員長　以上で質疑を終わり

ます。

　次に、議案第３４号の審査を行います。

　本件については、補足説明を省略し、

質疑に入ります。

　野口委員。

○野口委員　今回の特に一般職の職員に

関して住居手当の分の改正でありますけ

ども、若干説明がありましたけども、引

き下げを行っていくというのが基本であ

りますが、今論議されている他の職員の

いろんな条件面での関係条例については、

改善をさせていくということで出ていま

すけども、これについて逆に引き下げと

いうことであります。

　そこでその背景といいますか、一度お

聞かせをいただきたいのと、これも含め

て組合との協議、どうなっているのか。

影響額について、そういうところを教え
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ていただきたい。

○山本善信委員長　山本課長。

○山本人事課長　今回の住居手当の改定

につきましては、本市職員労働組合と平

成１９年２月、昨年の２月に協定書を確

認をいたしております。

　本市、住居手当につきまして、若干国

家公務員の制度を上回っている制度がご

ざいました。それを年次計画で国、国家

公務員の制度に近づけていくということ

で昨年度の第１回定例会につきましても

ご説明をさせていただいたと思います。

　３年間かけまして、激変緩和という言

葉は正しいかどうかあれですけども、改

定をしていくということでございます。

　昨年度は、持ち家の世帯主が月額９，

５００円から６，０００円に、平成２０

年度に６，０００円から３，０００円、

平成２１年度以降ゼロという形で改定を

させていただく予定にいたしております。

　これは国制度に合わせるということで、

労働組合の方と先ほど申しました日付で

確認書を締結をさせていただいていると

ころでございます。

　それに伴いまして、減に伴う影響額と

いうところでございますが、議案第１号

の２０年度の一般会計予算の一般会計ベー

スでご説明させていただきますと、２３

４ページに制度改正に伴う増減分という

給与費明細の一部がございます。その額

で説明させていただきますと、マイナス

４，７２２万６，０００円ということで、

影響額があるということでございます。

○山本善信委員長　野口委員。

○野口委員　内容はわかりました。

　ついでに、ラスパイレスが今どうなの

かあわせて数字示してください。

○山本善信委員長　山本課長。

○山本人事課長　ラスパイレス指数とい

うことでございます。平成１８年４月１

日現在の数字でまいりますと、９９．６、

平成１９年４月１日現在で１０１．１と

なっております。

○山本善信委員長　ほかにございません

か。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○山本善信委員長　以上で質疑を終わり

ます。

　暫時休憩します。

（午後４時４分　休憩）

（午後４時５分　再開）

○山本善信委員長　再開します。

　次に、議案第３５号の審査を行います。

　本件については、補足説明を省略し、

質疑に入ります。

　三好委員。

○三好委員　最後の議案審査に入るんで

すが、もう結論から申し上げて、長年辛

抱していただいておりました管理職手当

をようやく上げていくということになり

ました。これも一連の財政状況の中で今

日まで本当に辛抱していただいて、よう

やく上げられる状況になったのではない

かと思っております。

　ただ、そういった引き上げしてでも結

局はよそより突出したところまではする

ことは僕は要らないと思いますけど、た

だ今回の管理職手当を引き上げしてでも、

北摂７市におきますと、平均給与、この

中には本給、地域手当、管理職手当が入っ

てくるんですが、それぞれの部長クラス

でも、これは平均年齢も見ていかないと

いけませんが、低い状況になっている。

これは要は管理職手当を引き上げたけど

も、地域手当で相当影響していっている

から、この部分がぐっと下がってきてい

るように見受けられます。これは管理職

の全体的なものではないんですが、そう

いう中では、管理職としてマネジメント

能力を持っていただくと同時にスタッフ
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職とけじめをつけていただく、今回の制

度改正ということで私は了解したいと思

いますが、ただ、目の前に副市長を置い

て、非常に言いづらいのですが、特別職

と部長級の最高額がそんなに変わらなく

なってきているんですね。

　だから、そういう面では僕は三役の方々

の給与も含めてこの際、見直していかな

ければならない時期が来ているというの

は一方では見ております。

　ただ、三役の特別職の部分については、

特別職報酬等審議会に諮らなければなら

ないのですが、今手元にいただいている

部分でいけば、その部長の最高額が６３

万７，３７８円になります。副市長は目

の前にいてるから教育長の事例にします

と、７４万２，０００円、この辺の額の

差のどこが妥当かという部分はなかなか

はかり知れない部分があるんですが、た

だ他市を見ますと、その辺は特別職と部

長職というのはもうちょっと幅があるの

ではないかと思っております。

　これについてのご答弁は結構ですが、

そういったことのバランスも含めながら、

特にこれまでの人事の給与改正につきま

しては、これまでのトレンドからＳ字カー

ブに変えてきて、若年層の給与も見直し

てきた経緯もありますし、また育児に専

念しなければならないお金がかかる年代

にもそこのカーブを変えてきた経緯も承

知しております。

　ようやくこういった管理職として、管

理職の部分を変えてくる。私はここで要

望とさせていただきたいのは、そういっ

た部分では管理職としてのその部分の職

務を今後全うしていただきたいというこ

とで、これは人事、副市長を初め、トッ

プから、またそういったこともご指導も

いただきながら、やっていただきたいと

いうことで、これはすべて私の意見と要

望にかえさせていただきます。

○山本善信委員長　野口委員。

○野口委員　幹部職員、管理職の手当に

ついては長年、私どもも適正額まで引き

上げを求めてきた問題の１つでもありま

す。

　今回、ようやく実現の運びになろうか

と思いますけども、庁内での課長以上の

方々の受けとめ、反応をこの際、ちょっ

とご披露いただければということで、こ

れは質問になります。

○山本善信委員長　山本課長。

○山本人事課長　課長初めといいますか、

感想はということでございます。私もあ

れなんですが、条例としてご提案させて

いただいておりますので、可決をもって

初めて実効性があるものでございますの

で、今の段階で職員が浮かれているとい

うことはないと思います。

　今、ご質問にありましたように、責任

を持っていけというところで、その気持

ち、全管理職がそういう気持ちで今おる

ということを信じております。

○山本善信委員長　副市長。

○小野副市長　つい最近の部長会の議事

録を見ていただいたかもわかりませんが、

市長は、決して高くない、やっと上げら

れたと。しかしそのことについては、や

はり一般職員、まず市民がどう見ている

か。これに甘えてもらったら困る。市長

として、自信を持って上げたと言えるま

での気持ちもないけども、そういうこと

を意識しながら、この難局を乗り切るよ

うに一層頑張ってくれと、こういうこと

が部長会で市長から言われました。まさ

しくその意味に尽きているなと思います

ので、やっとご理解いただいた中身で、

上がったけども、なんらその見合う仕事

をしていないじゃないかと、そういうこ

とのないように、督励してもらいたいと
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考えているところでございます。

○山本善信委員長　三宅委員。

○三宅委員　先ほど副市長が市民云々と

おっしゃいましたけども、私の話す友人

やその他の方々の中には、現在の市の財

政状況を考えたとき、確かにこれまでの

議論の中で、今回の引き上げというもの

は一定理解できるけれども、しかしこの

財政事情を考えたらどうやねんという議

論ももちろんあります。

　私事になるんですけども、私の父親な

んですが、私が大学時代だったと思うん

ですが、勤め先が倒産しまして、私の母

親ももともと勤めておったんですけども、

そちらも経営上の問題で早期退職制度の

ため退職をしておるんですね。我が家の

財政状況は非常にその日以来、暗たんた

るものがございまして、決して今もって

も裕福とかそういうラインでは決してご

ざいません。

　この今回の引き上げにおいて、この額

をどうとらえられるかは、管理職の皆様

それぞれあると思うんですけども、やは

り生活保護を受けておられる方々や年金

で細々と暮らしておられる方々、そういっ

たいろんな感覚がある。市民の中にそう

いう感覚があるということを絶えず肝に

銘じて、重ねてになりますので蛇足かも

しれませんけども、その点よろしくお願

い申し上げます。

○山本善信委員長　ほかにございません

か。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○山本善信委員長　以上で質疑を終わり

ます。

　暫時休憩します。

（午後４時１３分　休憩）

（午後４時１４分　再開）

○山本善信委員長　再開します。

　討論に入ります。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○山本善信委員長　討論なしと認め、採

決します。

　議案第１号所管分について、可決する

ことに賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○山本善信委員長　賛成多数。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第５号について、可決することに

賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○山本善信委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第１０号所管分について、可決す

ることに賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○山本善信委員長　賛成多数。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第２８号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○山本善信委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第２９号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○山本善信委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第３０号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○山本善信委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第３１号について、可決すること
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に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○山本善信委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第３２号所管分について、可決す

ることに賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○山本善信委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第３４号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○山本善信委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第３５号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○山本善信委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第３６号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○山本善信委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　以上で、本委員会を閉会します。

（午後４時１６分　閉会）

委員会条例第２９条第１項の規定により

署名する。

総務常任委員長
 山 本 善 信

総務常任委員 
 三 好 義 治
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